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序     文 

  

独立行政法人国際協力機構は、2012 年 11 月 21 日ザンビア共和国と締結した討議議

事録（R/D）に基づき、2013 年 5 月より技術協力プロジェクト「小規模農民のための灌

漑開発プロジェクト（T-COBSI）」を 4年 2か月間の計画で実施しています。 

この度、本プロジェクトの協力終了に先立ち、協力期間中の実績を確認することで

計画に対する達成度の検証を行い、更に評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、イン

パクト及び持続性）の観点から日本・ザンビア国側双方で総合的に評価を行うととも

に、今後の対応方針を検討することを目的として、2016 年 6 月 1 日から 6 月 23 日まで

終了時評価調査団を現地に派遣しました。 

現地ではザンビア共和国側の団員と合同評価調査団を形成し、評価結果を合同評価

報告書に取りまとめ、ザンビア共和国側の政府関係者と今後の方向性について協議し、

ミニッツ（M/M）に署名を取り交わしました。本報告書は、その結果を取りまとめたも

のであり、今後のプロジェクトの実施にあたり広く活用されることを願うものです。 

終わりに本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係者の皆様に対し、心から感謝

の意を表します。 

 

 

 

 平成 28 年 7 月 

  

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 北中 真人 

 



プロジェクト 位 置 図 （出典 : MoA データを基に調査団作成） 

 

 

対象州: 
北部州、ルアプラ州、ムチンガ州 
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写  真 

 
Mulundu簡易堰 

(ルアプラ州Mansa郡) 

 
Mulund小規模灌漑区 圃場 

(ルアプラ州Mansa郡) 

 
Munsa恒久堰 

(ルアプラ州Nchelenge郡) 
Munsa小規模灌漑区 受益農家 

(ルアプラ州Nchelenge郡) 

 
Kashobwe簡易堰  

(ルアプラ州Kawambwa郡) 

 
Kashobwe 小規模灌漑区 圃場 

(ルアプラ州Kawambwa郡) 

 
Brahim小規模灌漑区 トマトの収穫 

 (ムチンガ州 Nakonde郡)  

 
受益農家 住居と衛星放送受信アンテナ  

(ムチンガ州 Nakonde郡) 
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Musanza恒久堰  

(ムチンガ州 Nakonde郡) 

 
Musanza小規模灌漑区 圃場 

(ムチンガ州 Nakonde郡) 

 
Lualizi恒久堰(水路掘削中) 

(ムチンガ州 Isoka郡) 

 
Lualizi小規模灌漑区 受益農民 

(ムチンガ州 Isoka郡) 

 
Itimbawa小規模灌漑 導水路  

(北部州Kasama郡)  

 
Itimbawa小規模灌漑区 圃場 

(北部州Kasama郡) 

 
Chiliyaeka簡易堰 

(北部州Kasama郡) 

 
Chiliyaeka小規模灌漑区 受益農民 

(北部州Kasama郡) 
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Mpela恒久堰 

(北部州Mporokoso郡) 

 
Mpela 小規模灌漑 受益の海の家 

(北部州Mporokoso郡) 

 
Kapanda恒久堰 建設現場 

(北部州Kasama郡) 

 
Kapanda小規模灌漑区 トマトの病害 

(北部州Kasama郡) 

 
ザンビア国農業省 (Lusaka) 

 
農業省農業局での協議 (Lusaka) 

 
IFAD担当官との協議(北部州カサマ) 

 
北部州主席農業官との協議(北部州カサマ) 
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Chabukila簡易堰  

(北部州Mungwi郡) 

 
Chabukila 小規模灌漑 圃場 

(北部州Mungwi郡) 

 
Luwenge簡易堰  

(北部州Luwingu郡) 

 
ティラピア養殖池 

(北部州Luwingu郡) 

 
Chibware恒久堰 

(北部州Luwingu郡) 

 
Chibware小規模灌漑 圃場 

(北部州Luwingu郡) 

 
終了時評価報告書調印  

(ルサカ 農業省) 

 
第 4回 JCC 

終了時評価結果報告 (ルサカ) 
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COBSI 
Community Based Smallholder 

Irrigation  

小規模農家のための灌漑シス

テム 

COBSI 

Study 

Study for the Capacity Building and 

Development for Community-based 

Smallholder Irrigation Scheme in 

Northern and Luapula Provinces (JICA) 

小規模農家のための灌漑シス

テム開発計画調査 

CP Zambian Counterpart Personnel ザンビア側カウンターパート 

DACO District Agricultural Coordinator 郡農業調整官 

DFID 
Department for International 

Development (UK) 

英国国際開発省 

DOA Department of Agriculture (under MOA) 農業省農業局 

DSA Daily Subsistence Allowance 日当 

FAO 
Food and Agriculture Organization, 

United Nations 

国際連合食料農業機関 

FoDiS 

Food Crop Diversification Support 

Project for Enhancement of Food 

Security (JICA) 

食料安全保障向上のための作

物多様化推進プロジェクト 

FoDiS-R 

Food Crop Diversification Support 

Project Focusing on Rice Production 

(JICA) 

コメを中心とした作物多様化

推進プロジェクト 

GRZ Government of Republic of Zambia ザンビア共和国政府 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

KOT Kick-off Training キックオフ研修 

MFL Ministry of Fisheries and Livestock 農業畜産省 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録 

MOA 
Ministry of Agriculture (ex Ministry 

of Agriculture and Livestock (MAL)) 

農業省(前農業畜産省) 

NGO Non-Governmental Organization 非政府組織 

NIP National Irrigation Plan 国家灌漑計画 

O&M Operation and Maintenance 運営・維持管理 

OJT On-the-Job Training 
オン・ザ・ジョブ・トレーニン

グ 

PACO Provincial Agricultural Coordinator 州農業調整官 

PAO Provincial Agriculture Officer 州主席農業官 

PCM Project Cycle Management 
プロジェクト・サイクル・マネ

ジメント 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マト
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PIE Provincial Irrigation Engineer 州灌漑技師 

PIU Project Implementation Unit プロジェクト実施ユニット 

PO Plan of Operation 活動計画 

PPD 
Policy and Planning Department of 

(under MOA) 

農業省政策計画局 

R/D Record of Discussion 討議議事録 

S3P 
Smallholder Productivity Promotion 

Programme (IFAD) 

小規模農家生産性向上プログ

ラム 

SAO Senior Agricultural Officer 上席農業官 

SHEP 
Smallholder Horticulture Empowerment 

Project 

小規模園芸農民組織強化計画 

TOT Training of Trainers 指導者研修 

TSB Technical Service Branch (under MOA) 農業省技術サービス局 
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評価結果要約表 
1. 案件の概要 

国名：ザンビア連邦共和国 案件名：小規模農民のための灌漑開発プロジェクト(T-COBSI) 

分野：農業・農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部 協力金額(評価時点)：約 3.6億円 

 

協力

期間 

(R/D):  

2013年 5月7日-2017年6月30

日(約 4年 2か月) 

先方関係機関：農業省技術サービス局(TSB) 

日本側協力機関：特に無し 

他の関連協力：特に無し 

1-1. 協力の背景と概要 

ザンビアでは、全人口の約70％、農村部人口の約90％が農業に従事しており、農業人口の約76％が農地面積1ha未満の小

規模農家である。小規模農家の多くは灌漑アクセスがなく、天水に依存した農業を行っているため、干ばつ・洪水など気候変

動の影響に極めて脆弱であり、これまでも食料不足に直面してきた。 

他方、ザンビアは表流水が豊富で、水量の季節変動の少ない河川も多く、灌漑開発に高いポテンシャルがある。政府は小規

模農家向け灌漑開発の推進をし、農業生産性の向上を図ることを目指している。JICA は、ザンビア政府の要請に基づき、比

較的降水量が多く表流水が豊富で重力式灌漑の導入ポテンシャルが高い北部州及びルアプラ州を対象に、開発計画調査型技術

協力「小規模農家のための灌漑システム開発計画調査(2009～2011)」(以下、「開発調査 COBSI」)実施した。開発調査 COBSI

では、住民参加型により、①現地で入手可能な自然材料(木・竹・粘土・石等)を用いた「簡易堰」、②簡易堰のうち維持管理

効果の高い堰を対象に粗石練積みやコンクリートを用いた「恒久堰」の小規模灌漑開発に係るパイロット事業を実施した。開

発調査COBSIで、これら小規模灌漑開発手法及びその普及展開の有効性が確認されたため、北部およびルアプラ州への普及計

画が策定された。 

これらの経緯から、政府は開発調査COBSIの成果を高く評価し、小規模灌漑開発手法を普及することを目標とした本技術協

力プロジェクト「小規模農民のための灌漑開発プロジェクト」を要請し、2013 年 5 月に RDが締結され 2017 年 6 月末までの

予定で実施されている。 

2017 年 6 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績、成果を評価、確認するとともに、今後のプロジェクト

活動に対する提言及び今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的に了時評価調査が実施された。 

1-2. 協力内容 

 (1) 上位目標：対象地域における灌漑農業生産が向上する。 

 (2) プロジェクト目標：対象地域における灌漑施設の整備を通じ、灌漑面積を増進する。 

 (3) 成果 

  成果 1: 実施研修を通じ、小規模灌漑スキームによる簡易堰・恒久堰設計、建設、運営、管理技術がTSB技術職員に移転

される。  

  成果 2: 実施研修を通じ、小規模灌漑スキームによる簡易堰・恒久堰建設、運営、管理技術がMAL<*普及員に移転される。
(<*：現在はMoA (Ministry of Agriculture) 

  成果 3: 灌漑農業およびアップグレードされた簡易堰・恒久堰の運営、維持管理に対する農家の知識や技術が向上する。 

 (4) 投入(2016年 5月時点) 

日本側： 

専門家：短期専門家 延べ9名 (84.1人月) 

本邦及び第三国研修：4名(JICA関西及びJICAケニア：3名、JICAエジプト：1名) 

機材購入：総額約1,340万円(車両、プリンター、コンピュータ等) 

ローカルコスト負担:約 1.3億円万円(灌漑施設建設、研修、傭人費等) 

ザンビア側： 

カウンターパート(CP)配置： 延べ 21名(現在 20名) 

土地施設提供：①専門家執務室(Norhtern Province/Kasama)②建設資材保管庫(Norhtern Province/Kasama) 

ローカルコスト負担：CP給与、光熱費、通信費等  

2. 評価調査団の概要 

日本側 仲田 俊一 総括 JICA農村開発部 専門員 

野口 拓馬 協力企画 JICA農村開発部 農業農村開発第二グループ 第四チーム 

東野 英昭 評価分析 株式会社レックス・インターナショナル シニアコンサルタント 

ザンビア側 Mr. Cornelius M. SITALI リーダー Principal Irrigation Engineer, Department of Agriculture, MoA 

Ms Harriet MATIPA 政策/計画 Economist, Policy and Planning Department, MoA 

調査期間 2016年 6月 1日-2015年 6月 24日 評価種類：終了時評価 

3. 評価結果の概要 

3-1. 実績の確認 

 (1) プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：対象地域における灌漑施設の整備を通じ、灌漑面積を増進する。  
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指標 1：対象地域の500以上の農家グループが小規模灌漑スキームを利用した灌漑農業に従事する。  

【達成状況】 

 指標1は達成された。  

 終了時評価時点で、合計 503 の農民グループ(2014 年：253、2015 年 250)が小規模灌漑スキームを利用し灌漑農業を営

む。 

指標2：対象地域で小規模灌漑スキームによる灌漑面積を700ha(恒久堰により70ha、簡易堰により630ha)以上にする。 

【達成状況】 

 指標2は概ね達成された。  

 小規模灌漑スキームによる灌漑面積は644ha(恒久堰:134.4ha<*、簡易堰509.6ha)に達しており、協力期間内に目標を達

成する見込みである。(<*:恒久堰の灌漑面積は堰地点の流量と灌漑効率(18%)による推定値)。 

 (2) 成果の達成状況 

成果 1: 実施研修を通じ、小

規模灌漑スキームによる簡

易堰・恒久堰設計、建設、運

営、管理技術がTSB技術職員

に移転される。  

指標1-1: 恒久堰アップグレードに向け、2009年から2011年まで実施された開発調査COBSI

で開発された最低400カ所の簡易堰サイトの開発調査準備調査活動を行う。 

 指標1-1は達成された。合計413カ所の簡易堰のサイト調査が行われた結果、概ね25％

のサイトで恒久堰へのアップグレードが可能であるとの結論が出された。 

指標 1-2: 最低 20 名の TSB 技術職員に対し、14 カ所の恒久堰および 486 カ所の簡易堰の設

計、建設を通じて研修を行い、TSB技術職員が経験・技術を習得する。 

 指標1-2はほぼ達成された。キックオフ、中間、TSBの各研修、年次ワークショップが

開催され、研修参加者数(重複を除く)はキックオフ研修：41名、中間研修：37名、TSB

研修:42名、評価ワークショップ:40名である。TSB技術職員のほとんどが、2014年、2015

年の研修に参加している。合計503カ所の簡易堰がTSB技術職員と普及員の監理により

建設された。11カ所の恒久堰の建設に合計29名のTSB職員が参加した。 

指標 1-3: 最低 15 名の TSB 技術職員が GRZ により建設される予定の36カ所の恒久堰(注 4)

にかかる 経験・技術を習得する。 

 指標1-3は未達成である。GRZ側の予算による恒久堰の建設は行われていない。 

成果 2: 実施研修を通じ、小

規模灌漑スキームによる簡

易堰・恒久堰建設、運営、管

理技術が MAL 普及員に移転

される。 
 

指標 2-1: 150 名以上の普及員が小規模農民向け灌漑農業や小規模灌漑スキームの運営、維

持についての研修を受け、技術を習得する。  

 指標2-1はある程度達成された。研修に参加した普及員の数はキックオフ研修：132名、

中間研修：109名、 年度末評価ワークショップ：111名である。 

指標 2-2: 研修を受けた 90％以上の普及員が、担当地域の農家グループに対し、小規模農民

向け灌漑農業や小規模灌漑スキームの運営、維持についての技術研修を行う。 

 指標2-2は達成された。2014年に行われた調査でキックオフ研修に参加した普及員の87% 

(115/132)が、農民とともに簡易堰建設を実施し、83%が、小規模灌漑栽培、小規模灌漑

事業の維持管理に関する技術移転を担当地区の農民グループに普及した。 

 2015年に行われた調査では、キックオフ研修に参加した普及員(メインオフィサーと呼

称)の 88％が簡易堰の建設管理を行った。また、キックオフ研修を受けた普及員の83％

(57/69)が研修で習得した技術の少なくとも1つを普及しており、これは簡易堰の建設管

理を行った普及員の93％(57/61)である。 

成果 3: 灌漑農業およびア

ップグレードされた簡易

堰・恒久堰の運営、維持管理

に対する農家の知識や技術

が向上する。 

 

指標 3-1: 50％以上の農家グループが、研修を受けた普及員を通じ最低 1つ以上の灌漑農業

技術指導を受ける。 

 指標3-1は達成された。2014年に 253地区で実施された悉皆調査において、63%の農民

グループが研修に参加した普及員により移転された灌漑農業技術を導入した。圃場灌漑

技術(畝間灌漑、湛水灌漑)が最多の48%、次いで土壌改良:38%と市場調査33%。2015年

に行われた調査で受益農民グループの81%が、普及された技術のうち、少なくとも1つ

を取り入れた。 
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3-2. 評価結果の要約(評価結果は、高い・やや高い・中程度・やや低い・低いの五段階) 

 (1) 妥当性：高い 

本プロジェクトは、①ザンビア国の開発政策②対象地域のニーズ③日本の ODA 政策に整合しており終了時評価の時点で

も妥当性は高い。 

 (2) 有効性：やや高い 

プロジェクト目標（対象地域における灌漑施設の整備を通じ、灌漑面積を増進する。）に対する指標（1.対象地域の500

以上の農家グループが小規模灌漑スキームを利用した灌漑農業に従事する。2.対象地域で小規模灌漑スキームによる灌漑面

積を700ha(恒久堰により70ha、簡易堰により630ha)以上にする。）は協力期間終了までには完全に達成される見込み。しか

し、農民グループの圃場レベルの水管理と栽培技術に向上の余地が見られる。また。様々な研修と11カ所の恒久堰の建設へ

の参加を通じて、TSB職員の能力は向上しているが、ザンビア側の予算による恒久堰建設の実践による経験は、予定通りに

得られなかったため、TSB職員については、プロジェクト開始当初に期待された規模(人数)と水準には達していない。 

 (3) 効率性：やや高い 

日本側の投入は全体として適切なものであった。購入した資機材の殆どは有効に活用され、活動の円滑な実施、アウトプ

ットの達成に結びついている。ザンビア側の活動費の投入は不足した。成果は指標ベースでは概ね達成され、3年間で、500

カ所以上の堰が建設され、644haの灌漑農地と8,370戸の受益農家を生み出した。しかし、技術移転の質的な課題(圃場での

水管理や栽培技術)が見られたこと、プロジェクトの前半で簡易堰の取り扱いで混乱があったことから、効率性が高いとま

では言えない。 

 (4) インパクト 

上位目標達成見込み(想定された正のインパクト)：  

上位目標: 対象地域における灌漑農業生産が向上する。 
指標: 対象地域において2020年 3月までに 700以上の農家グループによって作物が増産される。 
現在までのプロジェクトの実績から、簡易堰の建設を通じた上位目標の達成は十分に可能と見込まれるが、恒久堰の建設

には費用がかかり、予算措置が不可欠となる。 
他のインパクト 

技術的インパクト 

 プロジェクトの研修により、対象州の農業省職員（TSB/BEO/CEO）の小規模灌漑開発の知識と技能が向上した。 

 本プロジェクトの実績を通じて、簡易堰の有効性が実証され、単純だが適切に現地化され、現場の状況に適応した技術

の重要性をザンビア政府(農業省)が再認識する契機をもたらした。  

 灌漑水を利用したティラピア養殖池の建設が行われている。 

社会経済的インパクト： 

 農民の収入向上、栄養改善、労働力(水汲み)軽減等の社会経済的なインパクトが確認できた。 

 (5) 持続性：中程度 

プロジェクトの持続性は、以下の理由により、やや高いと評価する。 

 (5)-1 政策面の持続性 

プロジェクト活動は、改訂第6次国家開発政策(R-SNDP)並びに改訂国家農業政策(案)など、ザンビア国の政策と方向性を

同一にするものである。小規模農家に対する灌漑技術、技能、知識の普及に関する活動は、これらの政策の下、現行の普及

システムを通じて、ある程度は継続されていくと考えられる。  

 (5)-2 技術面の持続性 

簡易堰による小規模灌漑事業の運営・維持管理は受益者農家が独力で行えるものであり技術面の持続性は高い。設計を含

めた恒久堰の建設を独力でこなせる職員の数は 10 名以上に達しており、建設予算が確保されるなら、他の職員との連携に

より恒久堰建設に技術的に対応することは可能である。  

 (5)-3 財政面の持続性 

プロジェクトの財政的な持続性には懸念が残るが、簡易堰に関する技術は対象州の普及員に十分に移転されており、今後

の研修費用は大幅に削減できる。よって、簡易堰の設置を通じた小規模灌漑の普及は、少額の予算規模で対応可能である。

また、農民間普及による拡大も期待できる。 

3-3. 効果発現に貢献した要因 

 (1) 計画内容に関すること 

カスケード方式による技術移転 

日本人専門家からTSBの職員、次いでTSB職員から普及員、最後に普及員から農民へと、その範囲を広げていくカスケー

ド方式による技術移転は、灌漑技術分野に係わる人材が限定されるザンビア国の現状に即したものであった。 

 (2) 実施プロセスに関すること 

簡易堰から恒久堰への段階的な研修：簡易堰の建設は、恒久堰の建設に至るエントリーポイントとして有効であった。簡易

堰建設の際になされた建設サイトの条件や河川の流況の分析は、恒久堰へアップグレードする際に必須の技術的な知見であ

り、この段階的な研修の進め方は、経験豊富な灌漑技術者が不足しているザンビア国では有効であった。 

地域の状況に即した技術の選択 

簡易堰は、普及員の指導を受けた農民が容易に建設することが可能である。材料も、丸太、竹、エレファントグラス、土

塊など、農村の周辺で簡単に集めることが出来る自然素材である。簡易堰の建設によって灌漑水の供給を図る本プロジェク

トのアプローチ（COBSIアプローチ）は、灌漑施設の不備から、豊富な水資源に恵まれながらも有効に活用することが出来
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ず、貧困層が多く居住する対象3州(北部州、ルアプラ州、ムチンガ州)の状況に好適なものであった。 

研修実施手法 (研修教材と実施研修)  

プロジェクトが作成した一連の研修教材は、数多くのイラストと写真が掲載され、内容も完成度が高いものであった。こ

れらの研修教材と、実施研修の組み合わせによって技術は円滑に移転され、TSB職員から普及員を経て、最終的には受益農

家へと伝えられた。 

3-4. 問題点及び問題を惹起した要因 

 (1) 計画内容に関すること 

プロジェクト実施戦略の不備  

MAL側からの要望で、簡易堰に関する活動の削除が提起され、2013年7月末以降、恒久堰建設に係る活動を中心にプロジェ

クトが展開された。しかし、2014年12月に実施された中間レビュー時の提言（簡易堰は、小規模灌漑スキームのエントリー

ポイントとして重要かつ有効である）に伴い、簡易堰に関する活動が再びプロジェクトに取り入れられた。プロジェクト活

動の根幹に対する理解についてザンビア側との共認識が共有されていなかったことが、その背景にあったと考えられる。 

ザンビアでは、国家灌漑政策が農業省の水管理局によって 2004 年から施行されいるが、灌漑マスターププランの実施が

大幅に遅れており、ザンビア国の灌漑開発をどのように進めていくかについて、現場レベルでは、方向性が定まらず、具体

的な手法についても混乱が見られた。 

 (2) 実施プロセスに関すること 

ザンビア側予算措置 

2014年のMALの予算執行率は、同年7月現在で15%~20%に留まり、TSB職員や普及員のプロジェクト活動への参加や農家への

技術移転の際の移動経費(モーターバイクの修理費用や燃料代)が不足し、活動上の制約要因となった。終了時評価の時点で

も事態の改善は見られない。農業省の予算は、2015年の時点で執行率が30%程度にとどまっている模様である。ザンビア側

の行政官のプロジェクト活動への参加とザンビア側予算によって実施が予定されていた恒久堰の建設は未着手である。 

灌漑技師の不足 

中央、州、郡の全てのレベルで灌漑技師の数が不足している。現在、ザンビアでは地方分権化が進められており、予算は

軍政府に直接交付される状況となっていることから、郡のTSB技術職員が、恒久堰建設工事の入札を行うための仕様を初め

とする様々な工事図書を、自らの手で準備する必要性が増している。しかし、短期研修を基本として行われてきた本業務の

枠組みでは、これらの業務をこなせるだけの能力強化は十分に行えなかったと考える。 

3-5. 結論 

妥当性：高い。ザンビア側の政策、地域社会のニーズ、日本の援助方針との整合性しており、終了時評価時点でも高い。 

有効性：やや高い。プロジェクトの技術移転は概ね順調に行われ、プロジェクト目標の指標はほぼ達成された。 

効率性：やや高い。ザンビア側の投入が不足していたが、日本側の投入は適切であり、成果指標もほぼ達成された。 

インパクト：上位目標の達成は、技術的には十分可能である。技術的インパクトの他、農民の収入向上、栄養改善などの

社会経済的なインパクトが見られた。 

持続性：やや高い。ザンビア側の財政措置に懸念はあるが、簡易堰建設の技術移転の進捗と普及に要する費用は小規模と

なる。 

プロジェクトは、協力期間内に目標を達成する見込みであり、予定通り2017年 6月末に終了することが妥当である。 

3-6. 提言 

3-6-1.プロジェクトチームへの提言 

 (1) インパクト評価の実施(受益農民に対する社会・経済的なインパクト(収入向上、栄養改善など)) 

 (2) COBSIアプローチの継続的な実施のためのIFADによるS3P事業の申請書作成支援 

 (3) 予算確保を促すための情報収集・整理 

 (4) TSB向けの研修の実施 

 (5) COBSIアプローチの更なる拡大に向けた研修教材のレビュー 

3-6-2.ザンビア側への提言 

 (1) 郡(ディストリクト)単位の農業セクターの活動を共有する場の構築 

 (2) 育成した人材の活用 

 (3) 小規模灌漑(COBSIアプローチの推進のための予算申請(予算は、研修の実施経費と堰の建設の両者) 

 (4) T-COBSIのサイト視察実施 

 (5) 最終セミナーの実施：2017年 2月にプロジェクトの最終セミナー開催 

3-6-3.日本側への提言 

 (1) インパクト評価に対する支援 

 (2) T-COBSIのサイト視察および最終セミナーのアレンジに対する支援 

3−7. 教訓 

 (1) 適正技術の選択によるインパクト:プロジェクト設計時に対象地域の技術受容水準を見極めて、これと合った技術を

選択することの重要性。 

 (2) 技術による習得速度の違い: 技術伝搬速度(本プロジェクトの場合、簡易堰建設が比較的容易なのに対し、恒久堰建

設(特に設計)、圃場水管理、灌漑農業(作物栽培)は技術習得に時間を要する)の違いに留意し、プロジェクト目標の設定や

技術普及担当者の作業負担等が現実的なものとなるよう留意する必要がある。 
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Summary of Terminal Evaluation Results 
1．Outline of the Project 

Country: The Republi of Zambia Project Title: Technical Cooperation Project on 
Community-based Smallholder Irrigation (T-COBSI)  
 

Sector: Agriculture and Rural Development Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project  

Division in charge: Agricultural and Rural 
Development Group2, Rural Development Department, 
JICA 

Total Cost (at the time of Evaluation): Approximately: 360 
million yen 

Period of Cooperation(R/D): May 2013 to June 2017 
(4 years and two months) 
 

Partner Country's Implementation Organization: 
Department of Agriculture, Ministry of Agriculture 
Supporting Organization in Japan: None 

1-1．Background of the Project 
The Republic of Zambia (hereinafter, referred to as “Zambia”) has a total land of about 753,000 km2 and its 

population was estimated 15.5 million at 2015, 60% of which population lives in the rural areas. Although percent 
contribution of agricultural sector to GDP has declined from 20.6% in 1990 to 9.6% in 2013, agriculture supports more 
than 60% of total labor force, and is considered as one of the most important sectors in the country from the standpoint 
of poverty reduction, food security and economic growth (FAOSTAT 2014, and World Bank, 2016).  

Agricultural population is dominated by smallholder farmers, although Zambia also has a relatively strong 
commercial sector in comparison to other countries in the region. There are about 600,000 smallholder farmers who 
produce most of the country’s cassava, cotton, millet, and sorghum as well as 90 percent of its maize (Zambia: 
Irrigation market brief, FAO, 2014) 

According to Zambian National Development Policy (2011-2015), Zambia’s vast water resources gives it the 
potential to expand agricultural production. Of Zambia’s total land area, 58% (437,000 km2) is classified as medium to 
high potential for agricultural production. In addition, average rainfall in Zambia is suitable for a wide range of crops, 
fish and livestock. However, only about 14% of agricultural land is currently used. Zambia possesses between 
423,000-523,000 hectares of irrigable land, of which 100,000-150,000 hectares is actually irrigated (Country 
Development Strategy 2011-2015, USAID). 

In order to enhance agricultural productivity, National Irrigation Plan (NIP) was launched in 2004 with the aim of 
developing irrigated area of 700 km2 (70,000ha) over a period of five years from 2006 to 2011, of which development, 
30,000 ha was targeted for smallholder irrigation. However, due to limited funding, irrigation development has been 
very slow, despite having potential provinces suited for gravity irrigation system where perennial streams are yet to be 
fully utilized. 

Under the circumstances, the JICA development study on Capacity Building and Development for Smallholder 
Irrigation Schemes in Northern and Luapula Provinces in the Republic of Zambia (implemented from 2009.3 to 2010.3 
(1st phase) and from 2010.4 to 2011.5(2nd phase): hereinafter referred to as “the Study”) established a package of 
development technologies on community-based irrigation schemes (COBSI Approach). The Study demonstrated the 
effectiveness of the technical package through a pilot scheme carried out in Northern and Luapula Provinces. Its 
implementation was appreciated as a very unique and viable approach. Given the fruitful outcomes from the Study, the 
Government of Republic of Zambia (hereinafter, referred to as “GRZ”) recognized the COBSI schemes as being one of 
the most cost-effective irrigation systems suitable for areas where water potential is high.  

In order to further promote the COBSI schemes, GRZ requested the Government of Japan (GoJ) for technical 
assistance and implement the “Technical Cooperation Project on Community-based Smallholder Irrigation (hereinafter, 
referred to as “the Project”). GRZ and GoJ mutually agreed and singed the Record of Discussions (R/D) on November 
21, 2012. The Project was commenced in May 2013 for assumed five-year cooperation period, with Zambian Ministry 
of Agriculture and Livestock as an implementing agency.  

In December 2014, at the half-point of the cooperation period, Mid-term Review was conducted jointly by the 
Zambian and Japanese sides.  

In May 2016, approximately six months prior to the termination of the Project activities in Zambia, JICA dispatched 
Terminal Evaluation Team, headed by Mr. Shunichi NAKADA to jointly conduct the Terminal Evaluation with the 
Zambian members and provide recommendations on the actions to be taken during the remaining cooperation period 
to secure the sustainability of the Project, as well as drawing lessons useful for technical cooperation schemes in 
general.  
1-2. Project Overview (PDM (version 1.0)) 
(1) Overall Goal: Irrigated agricultural production in the target areas is increased.  
(2) Project Purpose: To promote and increase irrigated land through the provision of irrigation infrastructure 
for smallholder farmers in the target areas. 
(3) Outputs: 
1. Through hands-on experience, practical skills in design, construction, operation, and maintenance of 
simple and permanent irrigation facilities for smallholder irrigation schemes are transferred to Technical 
Staff from TSB.   
2. Through hands-on experience, practical skills in construction, operation, and maintenance of simple and 
permanent irrigation weirs for smallholder irrigation weirs are transferred to MAL extension officers.  
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3. Knowledge and skills of farmers in irrigated farming and operation and maintenance of simple and 
upgraded permanent irrigation schemes are improved.    
(4) Inputs (at the time of review (2013.11)) 
Japanese Side 
 Dispatch of Experts: Nine short-term Experts (84.1 Person-Months)  
 Procurement of Equipment：Approximately 13.4 million yen (vehicles, rice graders, laboratory equipment, etc.).  
 Local Cost Assistance: 130.2 million yen (trainings, construction of irrigation facilities, etc.). 
Zambia Side 
 Allocation of CPs: 20 CPs as of the end of May 2016 
 Office space for the Japanese experts in Kasama, Norhtern Province 
 Salary of CPs, utilities, domestic telephone charge, etc.  
2． Terminal Evaluation Team 
Japanese Side Cameroonian Side 
(1)  Ms. Shunichi NAKADA (Leader), Senior Advisor, 
Rural Development Department, JICA   
(2)  Mr. Takuma NOGUCHI (Coopeartion Planning), 
Team4, Agricultural and Rural Development Group2, 
Rural Development Department, JICA 
(3)  Dr. Hideaki HIGASHINO (Evaluation Analysis), 
Senior Consultant, RECS International. Inc. 

(1)  Mr. Cornelius M. SITALI (Leader), Principal Irrigation 
Engineer, Department of Agriculture, MoA 
(2)  Ms. Harriet MATIPA (Policy/Planning), Economist, 
Policy and Planning Deparment, MoA 
 

Period of Review: Februray 1, to February 19, 2016  Type of Evaluation: Terminal Evaluation  
3. Results of Evaluation  
3-1．Project Performances 
Summary of Project Purpose Achievements 
Project Purpose: To promote and increase irrigated land through the provision of irrigation infrastructure for 
smallholder farmers in the target areas.  
Indicator 1: More than 500 farmer groups (Note1) in the target areas are engaged in improved irrigated 
farming with community-based smallholder irrigation schemes 
 Indicator 1 has been achieved.  
 A total of 503 farmer groups (253 in 2014 and 250 in 2015) are engaged in improved irrigation farming with 

community-based irrigation schemes.  
 However, some farmer groups need improvement in cultivation skills and water management. 
Indicator 2: The community-based smallholder irrigation schemes cover 700 ha (70 ha by permanent weir and 
630 ha by simple weir) or more (Note 2 & 3) in target areas.  
 Indicator 2 has been almost achieved.  
 The community-based smallholder irrigation schemes (503 locations) have already covered an estimated 644 ha 

with 8,370 beneficiary farmer households, as of May 2016.  
Summary of Output Achievements  
Output1:Through hands-on experience, practical skills in design, construction, operation, and maintenance of simple 
and permanent irrigation facilities for smallholder irrigation schemes are transferred to Technical Staff from TSB. 

Indicator Achievements 
Indicator1-1: Preparatory activities are 
conducted for at least 400 existing 
simple irrigation weirs which were 
developed in the previous study in 
2009 to 2011 for upgrading to 
permanent weirs.  

 Indicator 1-1 was fully achieved. 
 A total of 413 simple irrigation weir sites were investigated. As a 

result, it was concluded that approximately 25% would be able 
to be upgraded (details are in the Progress Report No.1). 

Indicator1-2: At least 20 Technical 
Staff from TSB acquire training 
experience and skills through design 
and construction of 14 permanent 
irrigation weirs and 486 simple 
irrigation weirs. 
 

 Indicator 1-2 has been almost achieved seven to eight times in 
Yezin.  

 Four types of trainings (Kick-off, Mid-term, TSB trainings, and 
Annual Workshop) were conducted under the Project: 

 The net number of TSB participants for these trainings were 41 
for Kick-off, 37 for Mid-term, 42 for TSB and 40 for Annual 
Evaluation Workshop. Most of TSB staffs participated in these 
trainings both in 2014 and 2015. 

 A total of 503 simple irrigation weirs were constructed. 
 29 TSB officers acquired acquired training experience and 

skills through design and construction of 11 permanent weris. 
Indicator1-3: At least 15 Technical 
Staff from TSB acquire training 
experience and skills on permanent 
weir construction for 36 permanent 
weirs (Note 4) to be constructed by 

 Indicator 1-3 has not been achieved yet. 
 Up until date, no permanent irrigation weir has been 

constructed with GRZ budget.  
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GRZ.    
Output2: Through hands-on experience, practical skills in construction, operation, and maintenance of simple and 
permanent irrigation weirs for smallholder irrigation weirs are transferred to MAL extension officers.  

Indicator Achievements 
Indicator 2-1.  More than 
150 extension officers 
acquire training 
experience and skills in 
smallholder irrigation 
farming and on operation 
and maintenance of 
smallholder irrigation 
schemes.  

 Indicator 2-1 has been almost achieved. 
 The number of extension officers who participated in these trainings 

were132 for Kick-off, 109 for Mid-term, and 111 for Annual Evaluation 
Workshop.  
 

Indicator 2-2.  More than 
90% of trained extension 
officers disseminate 
techniques in smallholder 
irrigation farming and 
operation and 
maintenance of 
smallholder irrigation 
schemes to farmer groups 
in their respective areas. 

 Indicator 2-2 has been almost achieved. 
 According to the inventory survey in 2014, 87% of extension officers 

who participated in Kick-off Training implemented construction of 
simple weirs together with farmers.  

 In addition, 83% of those officers disseminated techniques in 
smallholder irrigation farming and operation and maintenance of 
smallholder irrigation schemes to farmer groups in their respective 
areas.  

 The site inventory survey in 2015 confrmed that 88% of the officers 
who were trained through the Kick-off Training managed the 
construction of simple irrigation weirs. In addition, 83% of the trained 
officers had disseminated at least one of the technologies learned 
through the Kick-off Training, which is 93% of the officers who 
managed construction of simple weir scheme. 

Output3: Knowledge and skills of farmers in irrigated farming and operation and maintenance of simple and upgraded 
permanent irrigation schemes are improved. 

Indicator Achievements 
Indicator 3-1. More than 
50% of farmer groups in 
the developed weirs 
apply at least one of the 
irrigated farming 
technologies 
disseminated by the 
trained officers.  

 Indicator 3-1 has been achieved. 
 Through the inventory survey conducted in 253 areas in 2014, it was 

confirmed that 62% of farmer groups introduced one of the irrigated farming 
technologies disseminated by the trained extension officers: above all, 
on-farm irrigation (furrow irrigation and basin irrigation) were the technology 
introduced most (48%) followed by soil improvement (38%) and market 
survey (36%).  

 In accordance with the site inventory survey in 2015, 81% of farmer groups 
who are the beneficiaries of T-COBSI applied at least one of the 
technologies disseminated by the main officers.  

3-2 Summary of Evaluation based on Five Evaluation Criteria 
Evaluation results based on 5 evaluation criteria are as follows: 
Relevance: High  
The Project is highly relevant with Zambia’s development policy, the needs of local communities, Japan’s aid policy 
and strategy. 
Effectiveness: Relatively High 
Indicators of the Project Purpose have been almost achieved at the time of Teminal Evaluation and will be achieved by 
the end of the cooperation period. However, there are qualitative factors that impair the Effectiveness of the Project: 
TSB officers need to improve their capicities on permanent weir constructin, especially in designing aspect, although 
more than 10 TSB officers have acquired sufficient capacities through the Project trainings. In addition, there is a room 
for improvement for on-farm water management and irrigated farming technologies.   
Efficiency: Relatively High.  
Input from the Japanese side was reasonable as a whole, while input from the Zamian side was not made as planned. 
Output was geminated in termes of indicators. During the past three years, 503 irrigaiton schemes with 644 ha were 
constructed. However, there was a room for improvement for on-farm water management and irrigated farming 
technologies. Capacity development of TSB officers on permanent weir construction has not been made as expected 
due to budget limitation of GRZ.) 
Impact: Overall Goal will be achieved as long as Zambian government will maintain at least the current level budget 
and human resources to irrigation development activities.  
Various positive impacts were observed. 
Sustainability: Relatively High  
The Project has high relevance with the Zambila policies, and more than 10 TSB officers are considered to have 
capacity to design permanent weirs. However, there still remains concern about budget arrangement by the Zambian 
side to continue the smallholder irrigation schemes in the long term, particularly in terms of permanent weir 
construction.  
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3-3. Factors promoting the production of effects 
3-3-1. Factors pertaining to planning 
(1) Appropriate Approach of the Project 
3-3-2. Factors pertaining to implementation process 
(1) Stepwise Training from Simple to Permanent Weirs 
(2) Selection of the Technology Relevant with Local Conditions 
(3) Training Methodologies (Training Materials and Hands-on Trainings) 
3-4.  Factors inhibiting the production of effects  
3-4-1. Factors pertaining to planning 
(1) Change of Project Implementation Strategy 
3-4-2. Factors pertaining to the implementation process 
(1) Budget Limitation of the Zambian Side 
(2) Shortage of Officers with Engineering Background  
3-5 Conclusion 
The Project should be terminated as planned on 2017.6.30 (activities in Zambia to be terminated on 2016.12.31), as 
the Project will fulfill the Purpose by the end of the cooperation period.  
3-6  Recommendations 
3-6-1: Recommendations to the Project Team 
(1) To Clarify Changes of and Effects on Beneficiary Farmers (Imact Assessement) 
(2) Technical Support on Application Procedure for S3P Project (IFAD) 
(3) Compilation of the Project Data to Facilitate Budget Request Process 
(4) To implement Wrap-Up Trainings for TSB 
(5) Review on Training Materials 
3-6-2: Recommendations to the Zambian Side 
(1) To Improve Communication with Cooperating Partners to Share Information on Agriculture Sector 
(2) Utilization of Trained CPs 
(3) Budget Allocation 
(4) To Arrange Field Visit for MoA Officers by the End of August 2016  
(5) To Conduct Dissemination Seminar 
3-6-3: Recommendations to the Japanese Side 
(1) Additional Resource Allocation for Impact Assessment 
(2) Cooperation to the Site Visit to T-COBS Sites and Dissemination Seminar 
3-7. Lessons Learned 
(1) Selection of Appropriate Technology 
(2) Consideration to Required Learning Period for Acquiring Technology 
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第 1章 終了時評価調査概要 

 

１−１ 終了時評価調査の背景と目的 

ザンビアでは、全人口の約70％、農村部人口の約90％が農業に従事しており、農業人口

の約 76％が農地面積 1ha 未満の小規模農家である。小規模農家の多くは灌漑アクセスがな

く、天水に依存した農業を行っているため、干ばつ・洪水など気候変動の影響に極めて脆

弱であり、これまでも食料不足に直面してきた。 

他方、ザンビアは表流水が豊富で、水量の季節変動の少ない河川も多く、灌漑開発に高

いポテンシャルがある。政府は小規模農家向け灌漑開発の推進をし、農業生産性の向上を

図ることを目指している。JICA は、ザンビア政府の要請に基づき、比較的降水量が多く表

流水が豊富で重力式灌漑の導入ポテンシャルが高い北部州及びルアプラ州を対象に、開発

計画調査型技術協力「小規模農家のための灌漑システム開発計画調査(2009～2011)」(以下、

「開発調査 COBSI」)実施した。開発調査 COBSI では、住民参加型により、①現地で入手可

能な自然材料(木・竹・粘土・石等)を用いた「簡易堰」、②簡易堰のうち維持管理効果の高

い堰を対象に粗石練積みやコンクリートを用いた「恒久堰」、の小規模灌漑開発に係るパイ

ロット事業を実施した。開発調査 COBSI では、これら小規模灌漑開発手法及びその普及展

開の有効性が確認されたことから、北部州およびルアプラ州への普及計画が策定された。 

これらの経緯から、政府は開発調査 COBSI の成果を高く評価し、小規模灌漑開発手法を

普及することを目標とした本技術協力プロジェクト「小規模農民のための灌漑開発プロジ

ェクト」を要請し、2013年 5月にRDが締結され2017 年 6月までの予定で実施されている。 

今回実施する終了時評価調査は、2017 年 6 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト

活動の実績、成果を評価、確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び

今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的とする。 

 

１-２ プロジェクト概要 (PDM Version 1) 

 1-２-１ プロジェクト名：小規模農民のための灌漑開発プロジェクト 

(T-COBSI)  

 1-２-２ プロジェクト期間：2013 年 5月 7日～2017 年 6月 30日 

 1-２-３ 実施機関：農業省技術サービス局(TSB) 

 1-２-４ 対象地域：ザンビア共和国の北部州およびルアプラ州において 2009 年

から 2011 年に実施された開発調査「小規模農家のための灌漑システム開発計画調

査」のパイロット・プロジェクトが実施された郡 1 

 1-２-５ プロジェクトの枠組み 

  (1) 上位目標：対象地域における灌漑農業生産が向上する。 

  (2) プロジェクト目標：対象地域における灌漑施設の整備を通じ、灌漑面積を

増進する。 

  (3) 成果 
成果1： 実施研修を通じ、小規模灌漑スキームによる簡易堰・恒久堰設計、建設、運営、 

                                            
1北部州は、2012 年に北部州とムチンガ州に分割された。 
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管理技術がTSB技術職員に移転される。 

成果 2：  
実施研修を通じ、小規模灌漑スキームによる簡易堰・恒久堰建設、運営、管理技術がMAL普及員

に移転される。 

成果 3：  
灌漑農業およびアップグレードされた簡易堰・恒久堰の運営、維持管理に対する農家の知識や技

術が向上する。 

  (4) 活動 

 

１-３ 合同評価調査団の構成 

日本側 

総括 仲田 俊一 JICA農村開発部 専門員 

協力企画 野口 拓馬 JICA農村開発部 農業農村開発第二グループ第四チーム 

評価分析 東野 英昭 株式会社レックス・インターナショナル シニアコンサルタント 

ザンビア側 

リーダー Mr. Cornelius M. 

SITALI 

Principal Irrigation Engineer, Department of Agriculture, 

MoA 

政策/計画 Ms Harriet MATIPA Economist, Policy and Planning Deparment, MoA 

 

１-４ 調査日程 

2016 年 6月１日(水)～6月 24日(金)(詳細は付属資料１参照) 

 

１-５ 調査手法 

本終了時評価調査は、日本側及びザンビア側評価チームの合同で、以下のプロセ

スにて実施された。 
① プロジェクトチーム作成・提供資料、その他関連資料のレビュー 

② PDM(version4(付属資料2))及び活動計画表(付属資料3)に基づき、プロジェクト実績、実施プロセ

ス、評価 5項目ごとに、評価設問を設定した評価グリッド(和文、英文)の作成(付属資料 4) 

③ 同グリッドに基づいた質問票の準備、プロジェクト関係者(ザンビア側カウンターパート(CP)への

事前配布 

④ 質問票に基づいた、プロジェクト関係者、パイロットサイト農民へのインタビュー 

⑤ プロジェクトサイト視察(対象 3州) 

⑥ 収集情報に基づいた、プロジェクト実績(投入、活動)の確認、アウトプットの達成状況・見込みに

ついての検証、プロジェクト実施プロセスについての確認 

⑦ 以下の評価 5項目の観点からの評価の実施 

妥当性：プロジェクト目標は、ザンビア側の開発政策・ニーズ、日本の援助政策と整合性がとれてい

るか。 

有効性：プロジェクト目標はどの程度達成されている(達成される見込み)か、アウトプットとの関係

活動1-1 
小規模灌漑の設計、建設、運営・維持(O&M)にかかるグループ研修をTSB技術職員のために実施

する。 

活動 1-2 TSB技術職員のOJTを通じて、小規模灌漑の基本的O&Mについて農民に研修を実施する。 

活動 2-1 小規模灌漑の建設、O&Mにかかるグループ研修を普及員のために実施する。 

活動 3-1 農地の水管理にかかるグループ研修を普及員のために実施する。 

活動 3-2 農地の水管理にかかる知識や技術を対象地の農民に普及する。 

活動 3-3 灌漑による作物栽培技術にかかるグループ研修を普及員のために実施する。 

活動 3-4 灌漑による作物栽培技術にかかる知識や技術を対象地の農民に普及する。 
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はどのようになっているか。 

効率性：投入はアウトプット達成のために効率的(量、質、タイミング)に行われたか。 

インパクト：プロジェクト実施による正・負の直接・間接の効果はあるか。 

持続性：プロジェクト終了後に、その効果がどの程度持続する見込みがあるか。 

⑧ 上記評価結果を踏まえた上、今後のプロジェクト活動の運営方針に係る提言事項取り纏め 

 

１-６ 主要面談者 

  (1)ザンビア側関係者 

  1) ＜農業省(ルサカ)＞ 

Mr. Stanislaus M. Chisakuta  農業省農業局副局長 

Mr. Cornelius Mulako Sitali 農業省農業局主席灌漑技師 

Dr. Barnabas Mulenga 農業省農業局 National Project Coordinator  

Ms. Harriet MATIPA 農業省政策計画局エコノミスト 

  2) ＜農業省(北部州)＞ 
Mr. Charles Kaparash  北部州主席農業官 

Mr. Sifaya Mufalali 北部州技術サービス局(TSB) 

Mr. Ackson Mbewe 北部州技術サービス局(TSB) 

Ms. Annie Bluaya 北部州技術サービス局(TSB) 

Mr. Lawrence BWEMBYA 北部州技術サービス局(TSB) 

Ms. Elizabeth Kapuka 北部州技術サービス局(TSB) 

  3) ＜農業省(ルアプラ州)＞ 
Mr. Chite Godwin 州農業調整官 

Mr. Mayson Sailan 州技術サービス局(TSB) 

Mr. Kellies Nkanda Mansa郡技術サービス局(TSB) 

Ms.Taza Zurlou Mansa郡キャンプ普及員(CEO) 

Mr. Stanford Nkhoma Nchelenge郡農業調整官(DACO) 

Mr. Chewe Chieleshe Nchelenge郡技術サービス局(TSB) 

Mr .Ruben Chandwa Mwansabombwe 郡状況農業官 

Mr. Mwelwa Loston Mwansabombwe 郡技術サービス局(TSB) 

Mr .David Magus Kawambwa郡農業調整官(DACO) 

Mr..Hudu Nthaluha  Kawambwa郡技術サービス局(TSB) 

  4) ＜農業省(ムチンガ州)＞ 

Mr. Mwale Kasase Nakonde郡農業調整官(DACO) 

Mr. Kellies Sakajila Nakonde郡技術サービス局(TSB) 

Mr. Victor Siame Isoka 郡農業調整官(DACO) 

Mr. Mwambazi Isoka 郡技術サービス局(TSB) 

  5) ＜IFAD＞ 

Mr. Mwelwa IFAD 地方農業投資マネージャー(Local Agriculgure Investment 

Manager) 

  (2)日本側関係者 

  1) <日本大使館> 

小井沼 紀芳 在ザンビア日本国大使 

桐丘 宏泰 在ザンビア日本国大使館 二等書記官 
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  2)<プロジェクト専門家> 

家泉 達也 T-COBSI 専門家(総括/灌漑計画管理) 

蛭田 英明 T-COBSI 専門家(副総括/営農/研修計画) 

千葉 伸明 T-COBSI 専門家(灌漑施設設計/施工管理) 

佐川 喜裕 T-COBSI 専門家(水管理/灌漑施設設計/施工管理) 

  3) <農業省アドバイザー> 

羽石 祐介 ザンビア国農業省農業局 農業計画アドバイザー 

  4) <国際協力機構ザンビア事務所> 

野田 久尚 国際協力機構ザンビア事務所所長 

比嘉 勇也 国際協力機構ザンビア事務所所員 

Mr. CHIBBA MULIO Patrick 国際協力機構ザンビア事務所シニア・プログラム・オフィサー 
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第２章 プロジェクトの実績 

 

２-１ 投入実績 

 ２-１-１ 日本側投入 

  (1) 専門家派遣 

2013年5月から2016年5月末までの間、短期専門家のべ9名(派遣回数回、84.1人月)

が派遣されている。詳細については、付属資料5に示すとおりである。 

  (2) 本邦及び第三国研修 

 プロジェクトの円滑な実施のために、2名のカウンターパートが派遣された。 

 

研修員氏名 職位 研修テーマ 受け入れ機関 研修期間 

Mr. Andrew 

Banda  
北部州PACO 

市場志向型農業促進(ア

フリカ高級研修員対象) 

JICA 関西及びケ

ニア事務所 

* 11月 16日〜29日(関

西) 

* 11 月 30 日〜12 月 6

日(ケニア) 

Mr. Peter K. 

Lungu 
農業省農業局局長 

アフリカ向け市場志向

型農業促進(計画と管

理) 

JICA 関西及びケ

ニア事務所 

* 2015 年 5月 17 日〜5

月 30日(関西) 

* 2015 年 5月 31 日〜6

月 6日(ケニア) 

Mr. Kellies 

Sakajila 

ムチンガ州ナコンデ

郡TBS職員 

アフリカ研修生対象水

管理能力強化研修-圃場

水管理 

JICA エジプト事

務所 

2015 年 10 月 4 日〜11

月 12日 

Ms. Karen 

Chenda Mukuka 

Chief Food and 

Nutrition Officer 

市場志向型農業促進(ア

フリカ高級研修員対象 

JICA 関西及びケ

ニア事務所 

* 2016 年 5月 8日〜20

日(関西) 

* 5月 22日-28日(ケニ

ア) 

 

  (3) 購入供与 

およそ13.4百万円相当の資機材が現在までに購入された。主なものは、車両、コ

ピーマシン、プリンター、ラップトップコンピュータなどである。詳細は付属資料6

に示すとおりである。 

  (4) 現地業務費支援 

2013年から2016年の間の現地業務費支援の予算額は合計1.3億円である。 

 

費目 2013- 2016 

一般 (研修・傭人費など) 104,144,000 

灌漑施設建設 26,010,000 

合計 130,154,000 

 

 ２-１-２ ザンビア側投入 

  (1) カウンターパートの配置 

2016年5月までに、合計21名のカウンターパートが配置された。現在プロジェクト

に配置されているのは20名である。詳細は付属資料7に示すとおりである。  
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  (2) プロジェクトのオペレーション・コスト 

ザンビア側は、CPの給与、光熱費等を負担した。 

  (3) 施設・機材など 

ザンビア側は、カサマ市内のプロジェクト事務所、建設資機材保管庫等の施設を

提供した。 

 

２-２ 活動の達成状況 

PDM(Version１)記載の活動計画、各活動の進捗状況は、以下の通りである。 

概要：プロジェクトは2013年 5月に協力期間4年間の予定で開始された。第1年次（2013

年 5 月から 2014 年 3 月）には、COBSI 調査のパイロット・プロジェクトで建設された灌漑

施設の現況把握のための調査業務が実施された。第2年次からは、TSB職員と普及員を中心

とした能力強化のための OJT が、乾期（4 月から 12 月）の間に実施されてきた。年度別の

進捗は以下の通りである。 

年度 活動の進捗状況 

1年次 

 プロジェクトの準備作業(インセプション・レポートの作成、プロジェクト実施ユニットの設置等)

が進められた。  

 COBSI調査のパイロット・プロジェクトで建設された灌漑施設の現況把握のための調査業務が実施

された。また、恒久堰への更新を検討する候補サイトをスクリーニングによって選定した。  

 生産者と市場関係者間の市場のトレンドに関する理解のギャップが明らかとするための農業市場

調査が行われた。 

2年次 

 TOT、キックオフ研修、中間研修から構成される一連の研修が実施され、TSB職員と農業普及員が灌

漑開発、市場志向型栽培、ジェンダー主流化などについての知識と技能を身につけた。  

 2014年の乾期には、これらの行政官が受益者農家の全面的な参加を得て、灌漑施設建設実施した。  

 恒久堰:合計7カ所で建設された。内訳は、北部州:3カ所(Luwingu, Mbala 及びMporokoso郡)、

Muchinga州:2カ所(Mpika及びNakonde郡)、Luapula州:2カ所 (Mwense及びNchelenge郡)である。 

 簡易堰:合計253カ所設置。 

3年次 

 前年と同様の研修に加え、TSB研修が新たに開始された。これは、恒久堰の計画と設計に関する実

務研修であり、対象はTSB職員に限定して実施した。受講したTSB職員の一部は、地域の受益農民の

全面的な参加を得て、灌漑施設建設を実施した。  

 恒久堰:合計4カ所で建設された。内訳は、北部:1カ所(Nsama郡)、Muchinga州:1カ所(Isoka 郡)、

Luapula州:2カ所 (Mansa及びKawambwa郡)(累計:11カ所(目標値:14カ所)) 

 簡易堰:合計250 (累計:503(目標値486カ所)) 

 

２-３ 成果の達成状況 
成果1. 実施研修を通じ、小規模灌漑スキームによる簡易堰・恒久堰設計、建設、運営、管理技術がTSB技術職員

に移転される。 

指標1-1. 恒久堰アップグレードに向

け、2009年から2011年まで実施さ

れた開発調査COBSIで開発された最

低400カ所の簡易堰サイトの開発調

査準備調査活動を行う。 

 指標1-1は達成された。 

 合計413カ所の簡易堰のサイト調査が行われた。 

 その結果、概ね25％のサイトで恒久堰へのアップグレードが可能であ

るとの結論が出された。  

指標 1-2. 最低 20名の TSB技術職員

に対し、14 カ所の恒久堰および 486

カ所の簡易堰の設計、建設を通じて

研修を行い、TSB 技術職員が経験・

技術を習得する。 

 

 指標1-2は達成された。 

 以下の4種類の研修がプロジェクトによって実施された。 

研修 内容 

キックオフ研修  小規模灌漑事業の維持管理 

中間研修  小規模農家のための灌漑農業(市場志向型農業、ジ

ェンダー主流化) 

TSB研修  TSB職員を対象とする上級研修(地形測量、構造設

計、建設計画等)(第 3年次から実施) 

年度 

評価ワークショップ 

 簡易堰灌漑事業の達成状況に関するプレゼンテー

ション、情報共有、意見交換 
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 TSB技術職員の研修参加者数(正味)はキックオフ研修：41名、中間研

修：37名、TSB研修:42名、評価ワークショップ:40名である。TSB技

術職員のほとんどが、2014年、2015年の研修に参加している。 

年度 

キックオフ

研修 

中間研修 TSB研修 年度 

評価ワーク

ショップ 

2014 38 37  36 

2015 41 16 42 40 

正味研修者数 41 37 42 40 

 また、計画、設計、建設の対象となった取水堰の数は以下の通りであ

る。 

年度 達成状況 

2014 

 TSB研修参加者が253カ所の簡易堰の計画策定と建

設管理を実施した。 

 計14名のTSB技術職員が7カ所の恒久堰の設計と

施工を通じて、恒久堰に関する経験と知識を獲得し

た。 

2015 

 TSB研修参加者が250カ所の簡易堰の計画策定と建

設管理を実施した。 

 目標486カ所に対して合計503カ所の簡易堰が建設

された。 

 計15名のTSB技術職員が4カ所の恒久堰の設計と

施工を通じて、恒久堰に関する経験と知識を獲得し

た。 

実績 

 合計503カ所の簡易堰がTSB技術職員と普及員の監

理により建設された。 

 恒久堰については2016年中に3カ所が建設される

予定で、指標の14カ所は達成される見込み。 
 

指標1-3. 

最低15名のTSB技術職員がGRZにより

建設される予定の36カ所の恒久堰に

かかる 経験・技術を習得する。 

 指標1-3は達成されていない。 

 終了時評価の時点まで、GRZ側の予算による恒久堰の建設は行われてい

ない。 

 従って、当初予定していた GRZ側の予算による恒久堰の建設を通じた

経験と技術の習得はなされていない。 

成果 2: 実施研修を通じ、小規模灌漑スキームによる簡易堰・恒久堰建設、運営、管理技術がMAL普及員に移転さ

れる。 

指標 2-1. 

150名以上の普及員が小規模農民向

け灌漑農業や小規模灌漑スキームの

運営、維持についての研修を受け、

技術を習得する。 

 指標 2-1は、ほぼ達成されている。2016年中には達成される見込みで

ある。 

 研修に参加した普及員の数はキックオフ研修：132名、中間研修：109名、 

年度末評価ワークショップ：111名である。 

年度 
キックオフ研修 中間研修 

年度末 

評価ワークショップ 

2014 62 52 48 

2015 70 57 63 

合計 132 109 111 
 

指標2-2. 

研修を受けた90％以上の普及員が、

担当地域の農家グループに対し、小

規模農民向け灌漑農業や小規模灌漑

スキームの運営、維持についての技

術研修を行う。 

 指標2-2 は、ほぼ達成されている。 

 2014年に行われた調査でキックオフ研修に参加した普及員の87% 

(115/132)が、農民とともに簡易堰建設を実施している。 

 また、83%(110/132)が、小規模灌漑栽培、小規模灌漑事業の維持管理

に関する技術移転を担当地区の農民グループに普及した。 

 2015年に行われた調査では、キックオフ研修に参加した普及員(メイン

オフィサーと呼称)の 88％(61/69)が簡易堰の建設管理を行った。これ

らのメインオフィサーによって研修された研修員の数まで含めれば、

この割合は123％(85/69)となる。また、キックオフ研修を受けた普及

員の83％(57/69)が研修で習得した技術の少なくとも1つを普及して

おり、これは簡易堰の建設管理を行った普及員の93％(57/61)である。 

成果 3:灌漑農業およびアップグレードされた簡易堰・恒久堰の運営、維持管理に対する農家の知識や技術が向上
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する。 

指標 3-1. 50％以上の農家グループ

が、研修を受けた普及員を通じ最低

1つ以上の灌漑農業技術指導を受け

る。 

 指標 3-1は達成された。 

 2014年に 253地区で実施された悉皆調査において、63% (156/253) の

農民グループが研修に参加した普及員により移転された灌漑農業技術

を導入したと回答している。 

 圃場灌漑技術(畝間灌漑、湛水灌漑)が最も多く48% (122/253)、次いで

土壌改良:38% (95/253) と市場調査33% (91/253)となった。 

 2015年に行われた調査ではプロジェクトの受益農民グループの81% 

(202/250)が、メインオフィサーによって普及された技術のうち、少な

くとも1つを取り入れている。 

 

２-４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：対象地域における灌漑施設の整備を通じ、灌漑面積を増進する。  

 
指標 達成状況 

指標 1. 対象地域の500以上の農家グ

ループ(注１)が小規模灌漑スキームを

利用した灌漑農業に従事する。 

 

 指標1は達成された。  

 終了時評価の時点で、合計 503 の農民グループ(2014 年：253、2015

年 250)が小規模灌漑スキームを利用して、改善された灌漑農業を営

んでいる。  

指標 2. 対象地域で小規模灌漑スキー

ムによる灌漑面積を700ha(恒久堰によ

り70ha、簡易堰により630ha)以上にす

る。  

 

 指標1はほぼ達成された。  

 小規模灌漑スキームによる灌漑面積は644haに達している。 

年次 簡易堰 

灌漑面積 

恒久堰 

可能灌漑面積<* 

合計 

2014 290.6 ha 92.0 ha 382.6 ha 

2015 219.0 ha 42.4 ha 261.4 ha 

2016 n.a. n.a. n.a. 

合計 509.6 ha 134.4 644.0 ha 

<*:可能灌漑面積は、堰地点の流量(目視による算出)と灌漑効率18%.によって

算出されている。灌漑面積の実測データは2016年 11月までに取得予定。 
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２-５ 実施プロセス 

 ２-５-１ 実施体制 

プロジェクトの実勢体制は下図の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Project Implementation Team 

Joint Coordinating Committee (JCC): 
*Director, Policy and Planning Dept. (Chair) 
*Director, Dept. of Agriculture  
*Director, Agribusiness  
*Director, Cooperatives 
*Dep. Director, Technical Service Branch (TSB) 
*Chief Irrigation Engineer  
*PACO/PAO (Target Provinces)  *Counterpart Officials 
*JICA Zambia Office  *JICA Experts 

JICA Headquarters 

JICA Zambia Office 

Ministry of Agriculture 

JICA Experts DOA TSB Provincial Officers 
District Officers 

Technical Committee 
*Director, Dept. of Agriculture  (Chair) 
*Dep. Director, Dept. of Agriculture (TSB, Crops, Advisory) 
*PACO/PAO (Target Provinces) 
*Counterpart Officials *JICA Experts 



 10

州・郡レベルでの関係諸機関 

 

 
 

 ２-５-２ モニタリングシステム 

  (1) 合同調整委員会会議 (JCC会議)  

JCC会議はこれまでに4回開催されている(第4回は本終了時評価の結果報告)。 

  
会議 開催日 開催場所 参加人数 特記事項 

第1回JCC 2013年11月７日 
Grand Palace 

Hotel 
44名 

 JCCはFoDi-SR及びRESCAPとの合

同開催。 

第2回JCC 2014年10月10日 Christmar Hotel 27名  中間レビュー結果の発表 

第3回JCC 2015年12月2日 Christmar Hotel 20名 
 プロジェクトの進捗に関する報

告 

第4回JCC 2016年12月22日 Christmar Hotel 26名  終了時評価調査結果の報告 

 

  (2) その他の会議 

JCCによるモニタリングに加えて、簡易堰の設置数と付帯情報が、普及員からプロ

ジェクト実施ユニットを経て、プロジェクトチームに毎月報告されている。 

 

 ２-５-３ PDMの変更 

PDM(Project Design Matrix)の変更はこれまでに2回行われている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Organizational Structure of Provincial MOA 
 

Principal Agricultural Officer 

PACO 

DOA 

Dep. of 
Agriculture 

ZARI 

Zambia Agricultural 
Research Institute 

PPD 

Policy & 
Planning Dep. 

NAIS 

National Agricultural 
Information Services 

HRA 

Human 
Resources & 

Administration 

Ag. Advisory Services Branch 
 

Department 

Branch under DOA Technical Services Branch 

DISTRICT DACO 

SAO 

Senior Agriculture Officer 

Provincial Agricultural Coordinator 

Ag. Advisory Services Branch Technology Services Branch 

District Agriculture Coordinator 

Block Extension Officers Block 

PROVINCE 

ABMD 

Agribusiness 
& Marketing 

Dept. 

PAO 

Camp Extension Officers CAMP 

Crop Production Branch 

Crop Production Branch Branch related to DOA 

One group of counterpart officers 
belongs to this branch (TSB) at 

province and district levels 

Another group of counterpart officers is agricultural extension officers deployed at block and camp levels 
who are called Block Extension Officers (BEO) and Camp Extension Officers (CEO) respectively. 
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バージョン 変更内容 

オリジ ナル

(Version 0) 
 2012年11月21日付けR/D添付 

 技術移転は簡易堰と恒久堰について実施する計画 
改定 

(Version 0) 
 2013年7月30日変更 

 サブターゲット地域(コッパーベルト州、北西部州)を削除 

 簡易堰に関する記述を削除 

 受益者農家数に関する記述を保留。 

 灌漑面積の目標数値を保留。 

 普及員の訓練参加目標人数を削除(簡易堰による灌漑事業に参加予定のため)  

 プロジェクト期間が当初の5年間(2013.5-2018.5)からおよそ3年8ヶ月

(2013.5-2016.12)に変更された。 
改定

(Version1.0) 
 2014年12月10日変更(M/M調印は2015年2月24日)  

 簡易堰に関する技術導入の利点が中間レビューで再評価され、MAL職員に対する簡易

堰に関連の研修がプロジェクトの枠組みに組み込まれた。 

 簡易堰の設置目標数がT 486と定められた。 

 恒久堰の設置目標数をJICA予算によるもの14、GRZ予算によるもの36と定めた。 

 プロジェクト期間が3 2013.5-2016.12から2013.5-2017.12に延長された。 

 

 

 ２-５-４ 広報活動 

プロジェクトの実施してきた広報活動の概略は以下の通りである。 

 

 JICA ウェブサイト (JICA ナレッジサイト、ODA 見える化サイト等)  

 ニュースレター (No.1(2015.6) - No. 5(2015.9)) 

 プロジェクト紹介ビデオ(約 20分) 

 要人のサイト訪問時の新聞、テレビ、ラジオの報道：農業省農業局長(2014

年 6)農業大臣と日本大使館公使(2014 年 12 月)、農業省副大臣および日本

大使(2015 年 8月)のサイト訪問 

 国家農業情報サービス(National Agricultural Information Services : 

NAIS)のテレビ番組作成への協力(2015 年 6月) 

 2016年 4月、国際灌漑排水委員会(International Commission on Irrigation 

and Drainage：ICID)への論文提出及びエジプトにおける地域会議でのプレ

ゼンテーション 

 農業農村工学会への報文寄稿(2015 年 7月)2 

 

 ２-５-５ 研修・ワークショップ等 

2014 年から 2015 年(第 1 年次から第 3 年次)にかけて、以下の研修、ワークショ

ップがプロジェクトによって実施された。  
 

年度 タイトル 実施回数  参加者 開催場所 

2014 TOT研修 1 11 北部州 

キックオフ研修 2 93 北部州・ルアプラ州 

中間研修用TOT研修 1 10 北部州 

中間研修 2 92 北部州・ルアプラ州 

年度末評価ワークショッ 2 96 北部州・ルアプラ州 

                                            
2 報文「ザンビアの農業普及システムを活用した簡易灌漑技術の適用(水土の知 Vol.83/No.7 pp.545-548)：優秀報

文賞 
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プ 

2015 TOT研修 1 11 北部州 

Kick-off Training 2 114 北部州・ルアプラ州 

TSB現場研修 1 41 北部州・ルアプラ州・ムチンガ州 

TSB 研修 1 42 北部州 

中間研修用TOT研修 1 15 北部州 

中間研修 2 113 北部州・ルアプラ州 

年度末評価ワークショッ

プ 

2 103 北部州・ルアプラ州 

合計 18会 741人  

 

市場志向型農業の研修が、2014 年の中間研修と 2015 年のキックオフ研修内のプ

ルグラムとして実施された。また、食物栄養の研修が2015年のキックオフ研修内で

行われている。 
 

 ２-５-６ 研修教材 

以下の教材がプロジェクトによって作成された。 

 
No. 教材名/ 内容 補足情報 

1 T-COBSI プロジェクトブローシャ 1,055部(CEOに配布) 

2 灌漑開発の技術マニュアル(Engineering Manual on 

Irrigation Development) 

42 部(2015年 TSB研修にて配布) 

3 恒久堰事業のための技術ガイドライン(Technical 

guideline for implementation of permanent weir 

project) 

211部(CEOと TSB職員に配布) 

4 ポスター(Picture Stories Poster (4 sheets per set 

with A3 paper)) 

3,165部(CEOと TSB職員に配布) 

5 ポスター(栄養改善Poster for Nutrition Improvement 

with Smallholder Irrigation) 

111部(CEOと TSB職員に配布) 

6 リーフレット (Starting Irrigation in Our Local 

Context) (April 2010) 

3,165部(CEOと TSB職員に配布) 

7 リーフレット (Starting Irrigation Agriculture) 

(April 2010) 

3,165部(CEOと TSB職員に配布) 

8 マーケティング研修教科書(Textbook for Marketing 

Training) 

113 部(2015年中間研修にて配布) 

 

 

 ２-５-７ 中間レビュー時の提言への対応状況 

中間レビュー時になされた提言に対する対応状況は以下のとおりである。  

 
提言 (要約) 対応状況 

1. プロジェクトチームへの提言 

(1) プロジェクトの効果の増強 

1) TSB技術職員、普及員、農民の簡易堰建設、

運営・管理の能力を強化すること。 

 提言に対応し、簡易堰の技術移転(建設、運営、管理)

の活動がPDM(Version 1)に追加された。 

2) プロジェクトチームは、農業局を初めとす

る関連部署との連携を図り、農民の抱える

課題(水管理、マーケティング、栽培管理)

に対する支援を行うこと。その際、北部州

のPACOの市場志向型農業改善に関する知識

を活用し、TSB技術職員あるいは普及員を通

じて普及すること。 

 2014年と2015年の中間研修にSHEP活動が組み込ま

れ、2015年の中間研修用のTOT研修に、州と郡のマー

ケティングオフィサーが招待された。 

 北部州のPACOが立案したSHEPアプローチの実施サイ

トであるMungwi郡のオフィサー2名が招待された。 

(2) PDMの改訂  2014年12月10日、PDMは、提言の内容に則して改訂さ
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プロジェクトチームは PDM の指標を明確に

定めること。 

れた。 

(3) 他のステークホルダーとの連携: プロジェ

クトチームは、現場レベルのシナジー効果を

得るために、他のドナーなどのステークホル

ダーとの連携を強化すること。 

 ステークホルダー間のシナジー効果を得るように以

下の試みがなされた。 

1) IFADのオフィサー(Smallholder Productivity 

Promotion Programme (S3P))が2015年のキックオ

フ研修に招かれ、本案件との連携についての協議

を行った。 

2) 2015年6月4日に、北部州の全ての郡の関係者を招

いてDACO会議が開かれ、関係者がT-COBSIについ

てよりよい理解を得て、アクションを起こすこと

(必要時の郡の職員の動員を含め)を期待して、プ

レゼンテーションが行われた。 

2. ザンビア側への提言 

(1) プロジェクトへの予算の確保と執行  状況の改善は見られない。 

(2) プロジェクト地域の全ての関係者との連携

を強化する。特に、相互のリソースを補完

すること。 

 相互のリソースを補完するためにIFADと北部州の連

携が模索されている。 

(3) 関連部署との連携の強化：農業局と他の関

連部署は、連携して、農民の抱える課題(水

管理、マーケティング、栽培管理)への対応

を主導すること。 

 (プロジェクトチームへの提言(3)への対応と同じ) 

(4) 灌漑施設の管理・修繕費徴収：農業畜産省

は灌漑事業の全てについて管理・しゅうぜ

のための費用を徴集すること。 

 特筆すべき進捗は無い。 

 水利費の徴集の前に、農民グループの登録と、それ

に次ぐ、水利権の申請が必要。 

 水利権の申請には、堰の取水地点の流量と水路断面

の実測値を記入した申請書を作成する必要がある。 

 郡の水利局が実測を行うが、交通手段の不足と計測

器の不備で対応が難しい状況である。 

 

 

 ２-５-８ 促進・阻害要因 

促進要因 

  (1) 計画策定に関する要因  

カスケード方式による技術移転 

技術移転を進めていく上での本案件のアプローチは、最初に日本人専門家から

TSBの職員、次いでTSB職員から普及員、最後に普及員から農民へと、その範囲を

広げていくカスケード方式である。当該のアプローチは、灌漑技術分野に係わる

人材が限定されるザンビア国の現状に即したものであり、プロジェクトの進捗に

貢献したと考えられる。  

 

  (2) 実施プロセスに関する要因 

簡易堰から恒久堰への段階的な研修 

簡易堰の建設は、恒久堰の建設に至るエントリーポイントとして有効であった。

簡易堰建設の際になされた建設サイトの条件や河川の流況の分析は、恒久堰へア

ップグレードする際に必須の技術的な知見であり、この段階的な研修の進め方は、

経験豊富な灌漑技術者が不足しているザンビア国では有効であった。 

 

地域の状況に即した技術の選択 
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簡易堰は、普及員の指導を受けた農民が容易に建設することが可能である。材

料も、丸太、竹、エレファントグラス(雑草)、土塊など、農村の周辺で簡単に集

めることが出来る自然素材である。簡易堰の建設によって灌漑水の供給を図る本

プロジェクトのアプローチ(COBSIアプローチ)は、灌漑施設の不備から、豊富な水

資源に恵まれながらも有効に活用することが出来ず、貧困層が多く居住する対象3

州(北部州、ルアプラ州、ムチンガ州)の状況に好適なものであった。 

 

研修実施手法 (研修教材と実施研修)  

プロジェクトが作成した一連の研修教材は、数多くのイラストと写真が掲載さ

れ、内容も完成度が高いものであった。これらの研修教材と、実施研修の組み合

わせによって技術は円滑に移転され、TSB職員から普及員を経て、最終的には受益

農家へと伝えられた。 

 

阻害要因 

  (1) 計画策定に関する要因  

プロジェクト実施方針の変更  

プロジェクトの開始後、ザンビア側から簡易堰に関する活動の削除が提起され、

協議を重ねた結果、PDMから簡易堰に係る活動が削除され、2013年7月末以降、恒

久堰建設に係る活動を中心にプロジェクトが展開された。しかし、2014年12月に

実施された中間レビュー時の提言(簡易堰は、小規模灌漑スキームのエントリーポ

イントとして重要かつ有効である)に伴い、簡易堰に関する活動が再びプロジェク

トに取り入れられた。プロジェクト活動の根幹に対する理解についてザンビア側

との共認識が共有されていなかったためと考えられる。 

また、ザンビアの国家灌漑政策が2004年から施行されているが、灌漑マスター

ププランの実施は大幅に遅れており、ザンビア国の灌漑開発をどのように進めて

いくかについて、現場レベルでの方向性が定まらなかったこともプロジェクトの

実施方針に影響を与えた。  

 

  (2) 実施プロセスに関する要因 

ザンビア側予算措置 

ザンビア側の予算が、インフラ建設に優先配分されていることもあり、2014年

のMALの予算執行率は、同年7月現在で15%~20%に留まり、TSB職員や普及員のプロ

ジェクト活動への参加や農家への技術移転の際の移動経費(モーターバイクの修

理費用や 燃料代)が不足し、活動上の制約要因となった。終了時評価の時点でも

事態の改善は見られない。農業省の予算は、2015年の時点でも執行率が30%程度に

とどまっている。その結果、ザンビア側の行政官のプロジェクト活動への参加と

ザンビア側予算によって実施が予定されていた恒久堰の建設は終了時評価の時点

でも未着手である。 

 

灌漑技師の不足 
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プロジェクト目標の達成を阻害した要因の一つは、能力と経験を持った灌漑技

師の不足である。中央、州、郡の全てのレベルで灌漑技師の数が不足している。

また、現在、ザンビアでは地方分権化が進められており、予算は軍政府に直接交

付される状況となっていることから、郡のTSB技術職員が、恒久堰建設工事の入札

を行うための仕様を初めとする様々な工事図書を、自らの手で準備する必要性も

出てきている。しかし、短期研修を基本として行われてきた本業務の枠組は、こ

れらの業務をこなせる能力強化には対応していない。 

 



 16

第 3章 評価 5項目による評価3 

３-１ 妥当性 

妥当性：本プロジェクトは、ザンビア側の開発政策、日本の ODA 政策、C/P 機関

及び対象地域のニーズと整合していることから、終了時評価の時点でも妥当性は高

い。 

 ３-１-１ ザンビア国の開発政策との整合性 

プロジェクトはザンビア政府の政策と一致した方向性で進められてきている。  

2013年12月に公開された国家農業政策で、ザンビア政府は農業セクターの使命は、

高い生産性と競争力を持ち、持続性に優れた農業セクターを築き、食の安全保障、

収入の向上、貧困削減を実現することであると述べている。同政策の中で、13の目

標とその実現手段を挙げているが、その中でも、目標４として記述された以下の内

容は、本プロジェクトと高い整合性を有している。 

 

目的4 実現のための手段 

灌漑農地面積の拡大 i. 異なる農業-生態地域それぞれに適応した、手頃で費用対効果の高い灌漑技術と

灌漑施設に対する投資の促進 

ii. 水資源の効率的な灌漑利用の促進 

iii. 中・小規模農家の灌漑農業による高付加価値作物栽培促進 

iv. 小規模灌漑事業管理の強化(小規模灌漑システムの管理に関する小規模農

家の能力向上)   

v. 小規模農家のための灌漑事業の促進(コミュニティ小規模灌漑施設の建設) 

 

2014年10月に発表された改訂第6次国家開発政策 2013-2016 (R-SNDP)4で、ザンビ

ア政府は農業開発を包括的な成長と貧困削減を実現する重要な手段と位置づけてい

る。ザンビア政府は、これらの課題の解決のために、灌漑面積の拡大を進めつつ、

栽培作物の多様化、研究活動と普及活動の拡大と分権化を通じた生産性の向上、機

械化の促進などの手段を講じていくとしている。 

 

 ３-１-２ 対象地域のニーズとの整合性 

ザンビアでは､降雨量が多いにもかかわらず、70%以上の農民が、不安定な天水農

業に依存し、貧困ライン以下の暮らしを営んでいる。プロジェクトの対象地域は、

ザンビアで最も開発が遅れ、貧困に苦しんでいる地域であるが、同時に、これらの

地域は、水資源利の可能性が高い地域でもある。プロジェクトは、灌漑施設の導入

による水資源の活用を通じて農業生産を拡大し､収入の向上を求める地域農民のニ

ーズに合致している。 

 

                                            
3 本報告書の評価結果は、高い・やや高い・中程度・やや低い・低いの5段階で示した。 
4 ザンビア政府は第7次国家開発計画2017-2021を策定中である (Country Overview, Zambia, World Bank 2016)。 
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 ３-１-３ 我が国のODA政策との整合性 

近年の概ね順調な経済成長にもかかわらず、ザンビアの貧困率に大きな改善は見

られない。我が国の「対ザンビア共和国別援助方針(2014年6月)」で、我が国政府は、

国民の7割が従事するとされるザンビアの農業活性化を支援するとともに、持続的な

経済成長の牽引力である製造業の発展を支援するとしている。  

農業における支援の具体的な内容として、「主食であるメイズのみを栽培する農

家が大半であり、天水に依存した栽培を行っているため、生産性が低いだけでなく、

低収量となっている。このため、技術協力を通じて、灌漑面積の拡大や食用作物の

多様化を支援する。」としている。 

本プロジェクトは、ザンビア国における事業展開計画中(2015.4)の優先課題「製

造業及び農業の活性化のための生産性の向上及び生産の安定化」下の協力プログラ

ム「農業の生産性安定化と生産性の向上」を構成する案件の1つと位置づけられて

いる。 

 

３-２ 有効性 

有効性： プロジェクトの有効性はやや高いと評価する。 

合同評価チームは、文献調査、関係者へのインタビュー、現場視察などを通じて、

プロジェクト目標の達成状況を確認した。その結果、以下の通り、プロジェクト目

標（対象地域における灌漑施設の整備を通じ、灌漑面積を増進する。）に対する指標

（1.対象地域の500以上の農家グループが小規模灌漑スキームを利用した灌漑農業

に従事する。2.対象地域で小規模灌漑スキームによる灌漑面積を700ha(恒久堰によ

り70ha、簡易堰により630ha)以上にする。）は概ね達成されおり、協力期間終了ま

でには指標は完全に達成されると考える。しかし、以下に述べるように、技術移転

の質的な面での課題が見られることから、有効性は高いとまでは言えない。 

指標1の目標値である500農民グループに対して、終了時評価の時点で、既に503

農民グループ(2014年に253グループ、2015年に250グループ)が小規模灌漑事業に参

加して、灌漑農業を開始している。しかし、評価チームが現場視察で訪れた農民グ

ループのいくつかについては、圃場レベルの水管理と栽培技術に向上の余地が見ら

れた。 

また、小規模灌漑事業の灌漑面積は、2016年5月時点で既に644ha(推定値)に達し

ているものの、TSB職員の恒久堰建設の工学的能力の強化(特に設計業務)は更なる向

上が必要である。 

その原因として、ザンビア政府の予算で建設する予定であった36の恒久堰建設は、

財政難によって頓挫し、プロジェクト開始後2年を経過した現時点でも、全く開始さ

れていないことが挙げられる。日本側の現地業務費支援によって、これまでにプロ

ジェクトが実施した様々な研修と11カ所の恒久堰の建設への参加を通じて、TSB職員

の能力は向上していると考えられるが、ザンビア側の予算による恒久堰建設を手が

けることで得られるはずであった実践経験が不足し、プロジェクト開始当初に期待

された規模(人数)と水準には届いていない。 



 18

TSB職員の多くは灌漑技術以外の専門分野で業務を行ってきている。一方、プロジ

ェクトでは、TSB職員の能力強化を短期の研修プログラムで強化する活動を行ってき

ている。プロジェクトの行ってきた研修プログラムは、効果的であり、TSB職員の能

力が向上してきていることは確かであるものの、工学の素養を持たないTSB職員につ

いて、その能力をこれ以上に強化するためには、現行の研修プログラムとは異なっ

た取り組みが必要であったと考えられる。 

 

３-３ 効率性 

効率性：以下の理由から、効率性はやや高いと評価する。 

  (1) 投入  

日本側の投入は、全体として妥当なものであった。各種の研修に対するザンビア

側の評価は高く、現地業務費支援(灌漑施設の建設、バイクの燃料費補助)はプロジ

ェクト活動の円滑な実施につながった。 

一方、ザンビア側の投入については、カウンターパートの配置や、執務室の提供

などは適切に行われたが、恒久堰の建設などについての活動費用は不足していた。 

  (2) 成果 

第２章(成果の達成状況(２-３))で述べたとおり、本プロジェクトの成果の達成状

況は良好である。但し、指標1-3「最低 15名の TSB職員が GRZにより建設される予

定の36カ所の恒久堰にかかる経験・技術を習得する。」については達成されていな

い。 

有効性の評価で述べた内容の繰り返しとなるが、評価チームは、過去3年間に503

カ所の簡易堰と11カ所の恒久堰が建設され、受益農家数は8,370に達した実績から、

研修生(TSB 職員と普及員)全体の能力は確実に向上していることを認めつつも、TSB

職員の恒久堰建設の能力向上、特に設計業務については、プロジェクト計画の策定

時に想定した水準には達していないと考える。 

その背景には、GRZの予算不足による36の恒久堰建設計画の頓挫と工学の素養を

有するTSB職員の数の不足がある。プロジェクト期間前半に見られた簡易堰の取り

扱いに関する混乱(2013 年 7月に簡易堰に関する活動をプロジェクトの枠組みから

削除、2014年12月に再度組み込み)もプロジェクトの効率性を下げる要因となった。 

 

３-４ インパクト 

 ３-４-１ 上位目標達成の見込み 

上位目標：対象地域における灌漑農業生産が向上する。 

指標：対象地域において2020年3月までに700以上の農家グループによって作物が増

産される。 

上位目標の達成は、灌漑開発活動継続に係わるザンビア国政府の方針によるが、

予算配分と人材の配置が現在程度の水準に維持されれば、簡易堰の普及を通じて可

能であると結論する。 

簡易堰についてはプロジェクトの中で、技術移転が十分に行われている。過去3

年間で、農民の参加によって503カ所の簡易堰が建設された実績を見れば、従来、天
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水農業しか行われてこなかった対象地域で小規模灌漑が継続すれば、2020年までに

上位目標の達成は技術的には十分に可能であると考えられる。 

またプロジェクトの年次報告書(2014)によれば、2009年から2011年(開発調査

(COBSI STUDY)時)に開発された灌漑農地の収量は本プロジェクトが開始されてから

開発された灌漑農地の収量を上回っている。39サンプルの分析による当報告書の分

析結果は、農民の灌漑管理能力と作物栽培技術が、灌漑農業の実践経験の蓄積に伴

って向上していることを示すものと考えられる。 

一方、プロジェクトが終了してから小規模灌漑が導入されることとなる地域では、

農民に対して、ザンビア側の独力の技術支援が必要となる。灌漑面積拡大は改訂第6

次国家開発政策(R-SNDP)並びに改訂国家農業政策(案)で優先事項と位置づけられて

おり5、ザンビア政府は、灌漑開発重視の方向性を維持していくと考えられる。しか

し、これまで、プロジェクト活動経費に係わるザンビア政府の予算執行が滞り、日

本側の現地業務費支援によってプロジェクト活動の円滑な実施が支えられてきたこ

とも事実である。 

簡易堰の建設を通じた小規模灌漑の実施は、小規模の予算で持続でき、農民間の

普及も十分に見込めるが、恒久堰の建設には､相応の費用がかかるため、予算措置が

不可欠となる。 

これらの事実を勘案し、上位目標達成は、ザンビア国政府の灌漑部門への予算配

分と人材の配置が現在程度の水準に維持されれば、簡易堰の普及を通じて可能であ

ると結論する。 

 

 ３-４-２ その他のインパクト 

終了時評価チームは、その他の正のインパクトを以下の通り確認した。負のイン

パクトは現在のところ見られない。  

  (1) 技術的インパクト 

現在までに、対象地域で、700名以上の州及び郡の職員がプロジェクトの実施した

研修を受講し、小規模灌漑開発に係わる知識と技能を習得してきた。これらの州・

郡の政府職員は、多くが工学の学習経験を持たない人たちである。しかし、プロジ

ェクトの実施してきた研修は、効果を上げてきており、研修生の小規模灌漑開発に

係わる知識と技能が全体として向上した。（但し、TSB職員に期待された恒久堰の設

計を含めた技術習得は、工学の素養を持たないTSB職員には、若干手に余るものであ

ったことは繰り返し記述した。6） 

簡易堰の建設を技術的に見れば、洗練・先進などの言葉の対極にあり、ザンビア

政府はCOBSI STUDYが試行的にこれを導入し、本プロジェクトが本格的に建設を進

めるまで、原始的とも時代遅れとも形容できるこの技術に目を向けることは無かっ

た。しかし、本プロジェクトの実績を通じて、その有効性と、対象州の社会・経済、

自然環境などの諸条件に対する適応度の高さが実証された。本プロジェクトの実施

                                            
5 ザンビア政府は国家灌漑計画(2004)で毎年 6,000ha の灌漑農地開発を目指している。  
6 TSB は 3 つのユニット(農地保全、農業機械化、灌漑)より構成される。 
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は、ザンビア政府(農業省)が、単純だがローカライズされ、現場の環境に適応した

実際的な技術の重要性を再認識する契機をもたらした。  

また、評価チームが実際に確認できた数は少ないが、以下のような技術インパク

トの例も見られる。  

 ムチンガ州のIsoka郡における農民間普及による簡易堰の建設 

 北部州Mporokoso及びLuwingu郡におけるティラピア養殖池の建設(プロジェク

トの進捗報告書No.4によれば、小規模灌漑対象地域の内部と周辺に多くの養殖

池が存在している。北部州: 133カ所、ムチンガ州：9カ所、ルアプラ州：112

カ所) 

 

  (2) 社会経済的インパクト 

本プロジェクトで進めてきた簡易堰は、対象地域の村落内や周辺で入手できる自

然素材(丸太、竹、草、土塊など)を用いて簡単に設置でき、乾期作の灌漑農業の実

現を通じて、受益農家の生計向上をもたらす可能性を秘めた手法であることを再度

強調したい。普及員からの短期間の指導を受ければ、小規模農家達自らが建設する

ことが出来、維持管理も独力で行える。 

結果として､簡易堰の建設が、対象地域内に広がり、以前には、雨期の天水農業に

依存していた地域での乾期作の実現をもたらし、農民の生計向上に大きなインパク

トをもたらした。 

対象地域のインタビューでは、殆どの農民から､灌漑農業の実施で生計が向上した

と回答した。具体的には以下のような例が挙げられた。 

 小規模灌漑の導入により、用水路が圃場に近い場所に設置でき、水源から圃場

までの水運搬の労働負荷が軽減された。 

 用水路が居住地区から近い場所に設置できたおかげで、生活用水を得られるよ

うになり、特に女性や子供の水運搬の労働負荷が軽減された。 

 小規模灌漑の導入により、栽培作物が多様化され、特に野菜を導入したことに

より、農家の栄養が改善され、家族の病気が減少した。 

 現金収入が得られるようになり、子供の学費を賄うことができた。 

 藁葺からトタン屋根へ改修した。 

 太陽光パネルの導入し、パラボラアンテナを購入してテレビを購入した。 

 生産物を販売するために自転車を購入した。 

 

３−５ 持続性 

プロジェクトの持続性は、以下の理由により、概ね高いと評価する。前提として、

対象地域の簡易堰による小規模灌漑開発が将来に向けて実施されることを想定して

いる。 

 

 ３−５−１ 政策面の持続性 

プロジェクト活動は、改訂第6次国家開発政策(R-SNDP)並びに改訂国家農業政策

(案)など、ザンビア国の政策と方向性を同一にするものである。具体的には、効率
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的で、競争力があり、持続性に富んだ農業セクターを構築し、食料の安定的な供給

と農民の収入の向上による貧困削減である。これらの政策の実現手段として、灌漑

開発が継続される限り、小規模農家に対する灌漑技術、技能、知識の普及に関する

活動は、これらの政策の下、現行の普及システムを通じて、ある程度は継続されて

いくと期待される。  

 

 ３−５−２ 技術面の持続性 

簡易堰による小規模灌漑実施に必要な技術は、ザンビア側政府職員(TSB/BEO/CEO)

が容易に身につけられるレベルのものであった。また、簡易堰による小規模灌漑事

業の運営・維持管理は受益者農家が独力でおこなえるものであり技術面の持続性は

高い。 

一方、恒久堰に関する研修の中で、設計に関するモジュールは、工学的な素養を

持たないTSB職員にとって難しいものであった。また、MOA全体を見ても、灌漑技術

者の数は不足している。 

実際、2014年の中間レビュー時のインタビューに対して、あるTSB職員が、TSBの

中で、恒久堰の建設を独力でこなせる職員は数名しかいないと回答している。 

しかし、終了時評価の時点では、状況は改善されており、TSB職員(州と郡)、日本

人専門家へのインタビューで、設計を含めた恒久堰の建設を独力でこなせる職員の

数は10名以上に達しているとの回答を得た。7 この人数は、プロジェクト終了まで

に行われる研修で更に増えることが期待される。研修を通じて、TSB職員の多くは、

設計業務を除く恒久堰建設の業務をこなせる水準に達していることから、設計業務

をこなせる職員を活用し、他の職員との連携を構築することで、プロジェクト期間

終了後も、建設予算が確保されるならば、恒久堰建設に技術的に対応することは可

能と考える。 

 

 ３−５−３ 財政面の持続性 

プロジェクトの財政的な持続性には懸念が残る。 

ザンビア側の財政状況が逼迫したことから､恒久堰の建設や､普及員の交通手段に

係わる経費が不足し、円滑な活動の阻害要因となってきた。 

ザンビア政府職員によれば、プロジェクト活動のための要求予算は通称 Yellow 

Book と呼ばれる政府文書に既にリストアップされている。しかし、予算の執行は中

央の省レベルで止まっており、農業省関係の予算の執行率は、2015 年は 30％程度で

あった。プロジェクトの財政面の持続性は、この状況が継続すれば、低下していく

ことは明らかである。  

しかし、簡易堰に関する技術は､対象州の普及員に十分に移転されており、今後の

研修費用は大幅に削減できるものと見込まれる。よって、簡易堰の設置を通じた小

規模灌漑の普及は、少額の予算規模で対応可能である。また、農民間普及による拡

大も期待できる。 
                                            
7 郡の TSB 職員の一人がワールドビジョンの予算で建設中の Chamda Chamanba 恒久堰の設計・管理を担当

している。 
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一方、恒久堰の建設には、建設材料費も含めた相応の予算確保が必要である。ま

た、小規模灌漑の他州への普及には、これも、相応の予算措置を講じる必要がある。  

 

３-６ 結論 

合同評価チームは、プロジェクト関連の文献調査、関係者(ザンビア農業省と対象

地域の農民、日本人専門家)からの聞き取り、対象地域の現場視察などを通じて、評

価5項目に基づくプロジェクトの評価を実施した。評価結果は以下の通りである。 

① 妥当性：プロジェクトの妥当性は高いものと評価された。ザンビア国の開発

方針と我が国の対ザンビア支援方針との整合性は終了時評価の時点でも高い

ものであった。対象地域の住民のニーズ(小規模灌漑農業による貧困削減)と

も合致していた。 

② 有効性：プロジェクトの有効性は、概ね高い。プロジェクト目標の指標につ

いては、現時点でほぼ達成されており、プロジェクト終了時までには完全に

達成されることが期待される。恒久堰建設の工学的な理解(特に設計業務)に

ついては、今後も更なる向上が求められるが、中間レビュー時点で、数名に

留まっていた独力で設計業務を遂行出来る TSB スタッフ数が、終了時評価の

時点で10名以上に増えていたことは評価できる。 

③ 効率性：プロジェクトの効率性については、以下の理由から、概ね高いと評価

した。 

＊日本側の投入は全体として、概ね妥当なものであった。日本人専門家による

各種の研修は、ザンビア側にも高く評価され、対象州のTSBスタッフを初めと

して、対象地域の普及員の小規模灌漑開発に係わる能力は向上した。また、現

地業務費支援(堰の建設費、モーターバイクの燃料等)は、プロジェクト活動の

円滑な実施に貢献した。 

＊一方、ザンビア側の投入については、カウンターパート配置や執務室の提供

は適切に行われたものの、恒久堰の建設費用など、活動経費については不足し

た。 

＊成果は全体として順調に達成された。対象３州および郡レベルのTSBスタッ

フ、普及員の能力は、各種研修と実地訓練で小規模灌漑開発に係わる能力が向

上し、プロジェクト開始以来の３年間で、503 の簡易堰と 11 の恒久堰が建設

された。 

＊しかし、ザンビア政府の予算措置による36カ所の恒久堰の建設計画が頓挫

し、実践を通じたTSBスタッフの技術力の向上は、当初計画で目指した目標人

数には達しなかった。(プロジェクトで実施された11カ所の恒久堰建設のみで

は、参加できるTSBスタッフの数が限定された。) 

＊簡易堰に夜小規模灌漑開発は、本プロジェクトの柱であったが、ザンビア側

の意向で、一時プロジェクトの枠組みから削除され(2013 年 7 月)、中間レビ

ュー後に枠組みに戻される(2014 年 12月)など、方針に混乱がみられた。 
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④ インパクト：インパクトについては、農民の生計向上を初めとする正のインパ

クトが見られた。また、現在までのプロジェクト活動の進捗と達成度から判

断すれば、簡易堰の普及を通じて上位目標の達成も期待できる。 

⑤ 持続性：プロジェクトの持続性は概ね高い。TSBのスタッフへの技術移転が必

ずしも十分ではなかったこと、また、ザンビア側の予算措置に対する懸念は

残るものの、終了時評価時点で、10 名を超える TSB スタッフが設計を含む恒

久堰建設業務を独力で行う能力を獲得しており、今後の研修で、終了までに、

その人数がさらに増えることも期待できることから、職員間の連携(州と郡)

を通じて恒久堰建設を含む小規模灌漑開発への対応が可能になると考える。

簡易堰建設による小規模灌漑開発の技術は既に十分に移転されており、維持

管理と普及にかかる費用は少額であることに加え、農民間での普及も可能で

ある。 

これらの分析を通じて、合同評価チームは､プロジェクトの目標は、協力期間内に

十分達成されると想定し、当初予定通り、2017年6月末（ザンビア国内での活動は2016

年12月末まで）を以て本プロジェクトを終了することが妥当であると結論する。 

また、これに伴い、評価チームは、協力期間終了までにプロジェクトで対応すべ

き事項を第4章にとりまとめて示した。 

 

5 項目評価による評価結果 
評価項目 評価結果 評価理由 

妥当性 高い 

(+) ザンビアの政策との整合性 

(+) 地域社会のニーズとの整合性(小規模灌漑開発による生計の向上を通じた

貧困削減) 

(+) 我が国の支援政策との整合性 

有効性 やや高い 

(+) プロジェクト目標の指標の達成状況：終了までに達成が見込まれる。 

(-) TSBスタッフへの恒久堰建設に関する技術移転(計画/設計/施工管理)の状

況: 中間レビュー時からの向上が見られるが更なる向上が必要。 

効率性 やや高い 

(+) 日本側側の投入は概ね適切であった。 

(-) ザンビア側の活動費投入は不足していた。 

(+) 過去3年間でおよそ499カ所の簡易堰と11カ所の恒久堰が建設された。 

(-) TSBスタッフの恒久堰設計に関する能力は向上が必要。  

(-) プロジェクトの前半に簡易堰に係わる活動の取り扱いについて混乱が見

られた。  

インパクト 

農民の生計向上

を含めた様々な

正のインパクト 

* 上位目標の達成は技術的には十分期待できる。 

* 農民の生計向上/労働負荷軽減/食生活の向上などのインパクトがあった。 

持続性 やや高い 

(+) ザンビア側の政策との整合性は高い。  

(+) 技術を十分に習得したTSBスタッフが10名程度おり、他のスタッフとの連

携を通じて、恒久堰の建設への対応が可能と考えられる。簡易堰の建設に関す

る技術移転は十分になされている。 

(±) ザンビア側の予算措置への懸念は払拭できないが、簡易堰の普及必要な

費用は最小限のものとなる。  
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第４章 提言と教訓 

４-１ 提言 

 ４−１−１ プロジェクトチームへの提言 

  (1) インパクトにかかる調査の実施 

本プロジェクトが農業省本省職員、現場普及員、対象地区農家にどのような変化

をもたらし、影響を与えたのかを調査する。 

本調査を通じて、本プロジェクトの対象地区の農家から以下のような生活の変化

があったことが確認された。これらについては、PDMでモニタリングしている指標と

は異なるが、本プロジェクトが貧困削減へ貢献していることを示唆するものであり、

本灌漑開発のアプローチを評価する重要な材料である。これらの情報は、ザンビア

政府の今後の灌漑開発政策を策定するうえでも重要な情報であることから、対象地

区からこれら情報を収集する。 

＜調査団により確認された情報＞ 

 小規模灌漑の導入により、水場が居住地区から比較的近い場所に設置され、

生活用水を得られるようになり、特に女性や子供の労働負荷が軽減された。 

 小規模灌漑の導入により、栽培作物が多様化された。特に野菜を導入したこ

とにより、農家の栄養が改善され、家族の病気が減った。 

 現金収入が得られるようになり、子供の学費を賄うことができた。 

 藁葺からトタン屋根へ改修した。 

 太陽光パネルの導入し、パラボラアンテナを購入してテレビを購入した。 

 生産物を販売するために自転車を購入した。 

＜調査項目(例)＞ 

 受益農家数、受益面積、栽培した作物、灌漑農業を通じた収益、農業収入の

使徒について定量的に評価する(2014 年に行った調査のアップデート) 

 これらと併せて可能な範囲で栄養状況の改善に関する評価を行う。具体的に

は対象地域における健康診断時の体重測定結果の収集・比較や、乾期の終わ

り(Hunger Period)に簡単な聞き取り調査で Food Diversity Score(WFP の開

発したモニタリング指標)を測定する。 

 これら調査は、可能であれば本プロジェクトの対象地区(小規模灌漑導入地

区)と対象地区外(非小規模灌漑導入地区)を比較することとする。 

 On farm technology の普及状況の確認。2014年の年次報告で7種類の導入技

術の採択率はかなり高いものとなっているが、ほ場を確認する限り水管理や

栽培技術が必ずしも適切とは思われない様子も見られるため、聞き取り調査

により導入された技術への農業者からの評価や定着状況について確認する。 

  (2) COBSIアプローチの継続的な実施のためのIFADによるS3P事業の申請書作

成支援 

本プロジェクトを通じて、TSB や CEO の小規模灌漑開発にかかる人材育成が達

成された。 
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IFAD による S3P事業では、コミュニティレベルの灌漑開発を支援しており、本

プロジェクトのCPはこの申請を支援する。この際、４−１−２(1)で述べるコミュ

ニケーションの体制や、開発委員会を活用する。本プロジェクトは、2017 年 6月

に協力期間が終了するため、さらなる灌漑農地の拡大を図る。 

  (3) 予算確保を促すための情報収集・整理 

本プロジェクトでは、研修の実施にあたり、CP の出張旅費、研修参加者の参加経

費、研修の実施経費(会場費、資料印刷費、講師の参加旅費等)を日本側が負担して

いる。プロジェクト終了後にはザンビア側による主体的な実施が不可欠である。こ

れら予算の確保のために、以下の情報について整理を行う。 

 TSB/普及員のトレーニングに要する経費：トレーニングに要する経費を費目

ごとに確認し、それぞれの費目において削減の可能性を検討する。この経費

は COSBI アプローチに要するトレーニング経費を要求するための基礎となる。 

 普及サービス提供に要する経費：トレーニング終了後に普及員は対象地区に

灌漑を導入するために、一連の訪問、協議、トレーニング等を実施する。こ

れらの普及サービス提供に要する経費を確認し、削減の可能性について検討

する。この経費は COSBI アプローチのための普及サービス経費を要求するた

めの基礎となる。 

 小規模灌漑施設の費用対効果の検証小規模灌漑の導入による便益を評価する

ためのデータを収集する。このデータには裨益人数、裨益面積、導入された

作物、収益、収益の使途が含まれる。また可能な範囲で食生活の多様化や 5

歳児体重の変化に関するデータも収集する。これらのデータは提言４-１-１

-(1)において行われる調査結果を用いることとする。評価チームは日本側が

これらの調査実施を支援することを提言する。 

これらの評価結果を費用対効果という観点で整理し、予算要求のための基礎情報

として活用する。これら費用対効果は受益面積あたり、受益農家あたりのデータ

として整理する。 

  (4) TSB 向けの研修の実施 

本プロジェクトを通じて、特に TSB 職員が中核人材として育成されている。今後

は、彼らが新規採用職員や、今後事業を展開していく地域の職員向けなど、継続的

な研修の実施することが期待される。プロジェクトは、TSB職員向けにこれまで実施

してきた研修の総まとめの研修を実施するなど、技術や知見の定着を図る目的の研

修を実施する。 

  (5) COBSI アプローチの更なる拡大に向けた研修教材のレビュー 

本プロジェクトで作成した研修教材は極めて完成度が高く、今後も人材育成に活

用されることが期待される。プロジェクトは、これらの教材を今後の全国展開にも

活用できるように、再度見直し最終化する。また、同資料を世銀やIFAD 含めた他ド

ナーにも視察やセミナーを通じて紹介する。 

 

 ４−１−２ ザンビア側への提言 

  (1) 郡(ディストリクト)単位の農業セクターの活動を共有する場の構築 
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本プロジェクトでは、現場レベルでの成果を十分にあげているものの、たとえば、

他ドナーの事業(F3P：IFAD)にかかる情報共有や意見交換の機会を十分に作ることが

できていない。 

残りの期間で、DACO が主体となって、農業セクターの事業の進捗や課題等を網羅的

に共有し、他ドナーを含む関係機関が議論するような体制を構築する。 

  (2)育成した人材の活用 

本プロジェクトに従事したすべての TSB 職員や普及員は、簡易堰の設計や施工監

理が実施できる能力を獲得している。また、とくに、灌漑のバックグラウンドを持

つ TSB 職員の一部は、恒久堰を設計できる能力を獲得した。ザンビア政府は、これ

ら人材を活用し、本プロジェクトで導入した小規模灌漑の導入にかかる各種研修を、

通常業務として位置付け、彼らの能力と経験を全国に展開できる方策を検討する。 

  (3) 予算措置 

ザンビア政府は、上記でプロジェクトがまとめた情報を活用し、また政策面から

の妥当性も踏まえて、小規模灌漑(COBSI アプローチ)の推進のための予算申請を行

う。予算は、研修の実施経費と堰の建設の両方を申請すること。 

  (4) T-COBSI のサイト視察実施 

本プロジェクトは、3 年間で 503 地区・644ha の小規模灌漑地区の導入に成功し、

受益農家の生活へ変化をもたらした。短期間でこれほどの灌漑地区の数の増加をも

たらした本アプローチと、本プロジェクトに従事した JICA 専門家、農家、TSB、普

及員の活躍は評価される。 

ザンビア農業省は現在National Irrigation Policy and Strategy 及び National 

Irrigation Policy (NIP)を策定中であることから、策定作業を終える 2016 年 8 月

末までに農業省の NIP 担当者を招いた視察を実施し、本プロジェクトが導入した

COBSIアプローチの評価とNIPへの反映を目的としてプロジェクトサイトや研修の様

子を紹介する。 

視察には、NIP策定担当者のみならず、灌漑政策にかかる主要な者や、北部州を基

盤とする政治家、農業セクターの主要ドナーの参加を奨励する。 

調査団は、ザンビア農業省がプロジェクト及びJICA ザンビア事務所と緊密連携し

たうえで、関係者を招いたT‐COBSIアプローチの現地視察を企画・実施することを

提言する。 

  (5)最終セミナーの実施 

ザンビア政府は、2017 年 2 月にプロジェクトの最終セミナーを開催する。同セミ

ナーでは、特に以下の内容を報告する。 

 T-COBSI の成果と、導入した地区の農家へもたらした変化 

 灌漑開発の政府方針における、簡易堰の位置づけ 

 ディストリクト単位の情報共有体制 

 COBSI アプローチ実施のための予算申請状況 

 人材育成のための研修実施方針 

 研修教材 
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ザンビア農業省はプロジェクト及び JICA ザンビア事務所と緊密連携したうえで、

最終セミナーを企画・実施すること。その際、農業省内関係者に加え、ザンビアで

活動する他ドナーやNGO、大学等へも周知し、参加を促すこと。 

 

 ４−１−３ 日本側への提言 

  (1) インパクト評価に対する支援 

調査団は日本側に対し、人員や予算の割り当て等を通じて、前項で述べたインパ

クト調査の実施に係る支援を行うよう提言する。 

  (2) T-COBSI のサイト視察および最終セミナーのアレンジ 

JICA ザンビア事務所は、プロジェクトチームと連携のうえ、４-１-２ (4)で示し

たT-COBSI 対象地区視察の計画・準備・実施を支援すること。 

 

４-２ 教訓 

  (1) 適正技術の選択によるインパクト 

農業技術を普及させるためには資本、人材、技術の三つの要素を投入する必要が

ある。他の協力の事例ではプロジェクトを通じた技術の適切な移転後に、上記三要

素のいずれかが受益政府・地域において不十分なため効果的に波及しない事例が見

られる。本プロジェクトでは農家の役務提供、地場で利用可能な素材を活用するこ

とで資本や人材の投入水準を下げており、そのことが短期間で約 500 カ所の灌漑地

区増加につながっており、また現場での目に見えるインパクトにつながっている。 

このことはプロジェクト設計時に対象地域の技術受容水準を見極めて、これと合

った技術を選択することの重要性を示している。 

  (2) 技術による習得速度の違いへの配慮 

プロジェクトでは研修を通じて多くの異なる技術が導入されているが、これらの

習得速度は技術により異なる。例えば､農民は、簡易堰の建設技術を、普及員による

一連の指導(2～3 か月)と一日程度の作業で習得できるのに対し、ほ場での指導が必

要となる栽培技術や水管理等は技術移転に3～5年等は要する。 

また TSB/CEO についても、恒久堰の建設への参加を通じて施工管理に関する技術

や知識を比較的容易に習得することが可能である一方、設計に関する技術を習得す

るためにはエンジニアとしての知識を含めて、より長い習得期間を要する。 

プロジェクトを設計する際にはこうした技術習得速度の違いに留意し、プロジェ

クト目標の設定や技術普及担当者の作業負担等が現実的なものとなるよう留意する

必要がある。 
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評価分析団員(東野） JICA団員(仲田/野口） 滞在先

1 水
Lusaka 着(EK713 14:35)
JICAにて打ち合わせ

Lusaka

2 木 Luapula 州Mansaへ移動 Luapula(Mansa)

3 金 現場視察 (Mansa & Nchelenge郡) Luapula(Kawambuwa)

4 土

AM: 現場視察 (Luapula 州Mwansabombwe 及び

Kawambwa郡)
PM: 北部州Kasamaへ移動

Northern(Kasama)

5 日
AM: 資料整理と報告書案作成

PM: Muchinga州Nakonde郡に移動
Muchinga (Nakonde)

6 月 現場視察 (Muchinga 州Nakonde郡) Muchinga (Nakonde)

7 火
AM: Muchinga 州Isoka郡への移動および現場視察

PM: 北部州Kasamaへ移動
Northern(Kasama)

8 水 現場視察 (北部州Kasamaおよび Mungwi) Northern(Kasama)

9 木
現場視察 (北部州Kasamaおよび Mungwi)
(ザンビア側評価メンバーはルサカへ移動)

Northern(Kasama)

10 金
AM: 専門家への聞き取り調査

PM: 報告書案作成
Lusaka

11 土 Lusakaへ移動 (終日) 移動 Lusaka

12 日
AM: 資料整理

PM: 内部会議

Lusaka 着 (EK713 14:35)
内部会議

Lusaka

13 月 Lusaka

14 火 Northern(Kasama)

15 水 Mpika

16 木 Lusaka

17 金 Lusaka

18 土 Lusaka

19 日 Lusaka

20 月 Lusaka

21 火 Lusaka

22 水 Lusaka

23 木 機中

24 金

付属資料 1: 　小規模農民のための灌漑開発プロジェクト　終了時評価調査日程

日本着

評価報告書案(作成）

評価報告書案(作成）

評価報告書最終化

評価報告書調印

AM: JCC会議(終了時評価結果報告）

PM: 日本大使館/JICA/他ドナー

AM: PM: 日本大使館/JICA/他ドナー

PM: Lusaka 発(EK714 21:25)

評価報告書案についての協議(調査団内協議）

日時

AM: JICA事務所(08:30) 農業省表敬(10:00) WB_ADSP(11:30 Dr. Mulenga at
MOA)
PM: 羽石専門家と面談

AM: 北部州Kasamaへ移動 (by air: Lusaka 9:40-Kasama 12:00)
PM:北部州PAOに表敬、現場視察(北部州Kasama)

AM:現場視察(北部州Luwingu)
PM: Mpikaへ移動

ルサカへ移動
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付属資料2 プロジェクト・デザイン・マトリクス (PDM)                               Version: 1                                   

案件名：小規模農民のための灌漑開発プロジェクト (T-COBSI)  

プロジェクト期間：2013年5月7日～2017年6月30日 

実施機関：農業畜産省 (MAL) 

対象地域：ザンビア共和国の北部州およびルアプラ州において2009年から2011年に実施された開発調査「小規模農家のための灌漑システム開発計画調査」のパイロット・プロジェ

クトが実施された郡 

対象者／グループ：TSB技術職員、普及員、対象地域の小規模農家  

プロジェクトの要約 指標 指標データ入手手段 外部条件 

上位目標  

対象地域における灌漑農業生産が向上す

る。 

 

1. 対象地域において2020年 3月までに700以上の農家グループ（注1）

によって作物が増産される。 

 

* 郡年次報告書 

 

* 小規模灌漑が継続して政策

の焦点となる。 

プロジェクト目標 

対象地域における灌漑施設の整備を通じ、

灌漑面積を増進する。  

 

 

1. 対象地域の 500 以上の農家グループ（注１）が小規模灌漑スキームを

利用した灌漑農業に従事する。 

2. 対象地域で小規模灌漑スキームによる灌漑面積を700ha（恒久堰により

70ha、簡易堰により630ha）以上（注2、注3）にする。  

 

上記指標以外にザンビア側は独自の指標「対象地域で180haを灌漑予定

の36の恒久堰を建設する」を設定した。この指標はザンビア政府によ

って評価される。 

 

* プロジェクト・モニタリ

ングの調査の結果  

*郡年次報告書 

 

* 農業生産に負の影響を与え

る重大な気候変動が生じな

い。 

 

* 農産物や農業への投入物の

価格が大きく変動しない。 

成果 

1. 実施研修を通じ、小規模灌漑スキーム 

による簡易堰・恒久堰設計、建設、運営、 

管理技術がTSB技術職員に移転される。  

 

1.1 恒久堰アップグレードに向け、2009 年から2011 年まで実施された開

発調査COBSI で開発された最低400カ所の簡易堰サイトの開発調査準

備調査活動を行う。 

1.2最低20名のTSB技術職員に対し、14カ所の恒久堰および486カ所の

簡易堰の設計、建設を通じて 研修を行い、TSB技術職員が経験・技術

を習得する。 

1.3最低15名のTSB技術職員がGRZにより建設される予定の36カ所の恒

久堰（注4）にかかる 経験・技術を習得する。 

 

* プロジェクト研修報告

書 

*郡年次報告書 

 

*対象地域において小規模灌

漑のための水源に負の影響

を与える重大な出来事が発

生しない。 

 

*対象地域において農民間で

重大な紛争が発生しない。 

 

*簡易堰から恒久堰へのアッ

プグレードのための資金が

供給される。 

2. 実施研修を通じ、小規模灌漑スキーム
による簡易堰・恒久堰建設、運営、管理技
術がMAL普及員に移転される。 

 

2.1 150名以上の普及員が小規模農民向け灌漑農業や小規模灌漑スキーム

の運営、維持についての研修を受け、技術を習得する。  

2.2研修を受けた90％以上の普及員が、担当地域の農家グループに対し、

小規模農民向け灌漑農業や小規模灌漑スキームの運営、維持について

の技術研修を行う。 

* プロジェクト研修報告

書 

*郡年次報告書 
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3. 灌漑農業およびアップグレードされた
簡易堰・恒久堰の運営、維持管理に対する
農家の知識や技術が向上する。 

 

3.1 50％以上の農家グループが、研修を受けた普及員を通じ最低1つ以上

の灌漑農業技術指導を受ける。 

* プロジェクト・モニタリ

ングの調査の結果 

* 郡年次報告書 

活動 

1.1 小規模灌漑の設計、建設、運営・維持

（O&M）にかかるグループ研修を TSB

技術職員のために実施する。 

1.2 TSB技術職員のOJTを通じて、小規模

灌漑の基本的 O&M について農民に研

修を実施する 

投入  

*対象地域において研修を受

けた職員・普及員が業務を

継続する。 

 

 

 

 

ザンビア側 

 

-  プロジェクトスタッフ配置 

1) プロジェクト・ダイレクター 

2) プロジェクトマネージャー 

3) カウンターパート 

 

-  支援スタッフ配置 

 

- DOA 本部及び各対象州における事務所スペー

スの提供 

 

- オペレーション・コスト負担 

日本側 

 

-  以下の分野の専門家派遣 

1) チームリーダー／灌漑計画及び運営 

2) 副チームリーダー／農業システム／研修計画 

3) 灌漑施設設計／建設管理 

4) 水管理／灌漑施設設計／建設管理 (2) 

5) 農業マーケット 

6) 農村社会／農民組織／ジェンダー 

7) 環境と社会配慮 

 

-  日本及び第三国でのカウンターパート研修 

 

-  研修活動のための資機材の供与 

 

-  必要に応じて、オペレーション・コストを補完

（JICA技術協力プロジェクトの規定による） 

 

2.1小規模灌漑の建設、O&Mにかかるグル

ープ研修を普及員のために実施す

る。 

3.1 農地の水管理にかかるグループ研修

を普及員のために実施する。 

3.2 農地の水管理にかかる知識や技術を

対象地の農民に普及する。 

3.3 灌漑による作物栽培技術にかかるグ

ループ研修を普及員のために実施す

る。  

3.4 灌漑による作物栽培技術にかかる知

識や技術を対象地の農民に普及す

る。 

前提条件  

 

* 対象地域において平和と秩

序が保たれる。  

 

* 対象地域の農村コミュニテ

ィがプロジェクト活動に積

極的に参加する。 

 

* 注 1: 指標の「農民グループ」は対象灌漑サイトのグループのことである。 

* 注 2: 恒久堰でカバーされるエリアは 、パイロット・フェーズにアップグレードされた恒久堰の平均灌漑面積を基に算出している。 

* 注 3: 簡易堰でカバーされるエリアは 、2014年の評価ワークショップのデータを基に算出している。 

* 注4: GRZはT-COBSIのために2015年の予算を確保している。
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付属資料3: 活動計画表　（Plan of Operations (PO) ） Version 1
 案件名：小規模農民のための灌漑開発プロジェクト (T-COBSI) 

 上位目標 :対象地域における灌漑農業生産が向上する。

 プロジェクト目標：対象地域における灌漑施設の整備を通じ、灌漑面積を増進する。

 プロジェクト期間：2013年5月7日～2017年6月30日

Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3

0-1 プロジェクトの立ち上げ HQ TSB officers

0-2-1 開発調査の灌漑と営農に関するパイロットプロジェクトのフォローアップモニタリングを行い、必要に応じて研修教

材を改訂する。モニタリングチームは、TSB本局の職員(C/P）､州の職員と日本人専門家から構成する。

HQ TSB officers,
Provincial TSB offices

0-2-2 必要に応じて研修計画を改定する。
HQ TSB officers,
Provincial TSB offices

1-1  小規模灌漑の設計、建設、運営・維持（O&M）にかかるグループ研修をTSB技術職員のために実施する。

1-1-2 キックオフ研修をアレンジし実施する。

1-1-3 リフレッシュ研修を実施する。

1-2 TSB技術職員のOJTを通じて、小規模灌漑の基本的O&Mについて農民に研修を実施する

1-2-1 サイトの選定、設計、数量と費用算定を行う。

1-2-2 外部からの資材・用具の事前調達

1-2-3 建設施工管理を行う。

2-1 小規模灌漑の建設、O&Mにかかるグループ研修を普及員のために実施する。

2-1-1 TOT研修コースをアレンジし実施する。

2-1-2 キックオフ研修をアレンジし実施する。

2-1-3 フォローアップ研修をアレンジし実施する。  (達成状況モニタリング)

2-1-4 総合フォローアップ研修(達成状況の総合的モニタリング)

2-1-5 普及員の農民グループへの指導について視察し助言する。

3-1 農地の水管理にかかるグループ研修を普及員のために実施する。

3-1-1 TOT研修コースをアレンジし実施する。

3-1-2 キックオフ研修をアレンジし実施する。

3-1-3 フォローアップ研修をアレンジし実施する。  (達成状況モニタリング)

3-1-4 総合フォローアップ研修(達成状況の総合的モニタリング)

3-2 農地の水管理にかかる知識や技術を対象地の農民に普及する。

3-2-1 普及員の運営管理技術の普及方法を視察し助言する。

3-3 灌漑による作物栽培技術にかかるグループ研修を普及員のために実施する。

3-3-1 TOT研修コースをアレンジし実施する。

3-3-2 キックオフ研修をアレンジし実施する。

3-3-3 フォローアップ研修をアレンジし実施する。  (達成状況モニタリング)

3-3-4 Conduct total follow up training (total monitoring of the performance)

3-4 灌漑による作物栽培技術にかかる知識や技術を対象地の農民に普及する。

3-4-1 普及員の運営管理技術の普及方法を視察し助言する。

MAL: 農業畜産省（現農業省）        HQ:本部             TSB: 技術サービス局         BEOs: ブロック普及員          CEOs: キャンプ普及員

準備活動

成果 1. 実施研修を通じ、小規模灌漑スキームによる簡易堰・恒久堰設計、建設、運営、管理技術がTSB技術職員に移転される。

BEOs/CEOs

JFY2013活動 JFY2017JFY2015JFY2014 JFY2016 ResponsibilityJFY2013

BEOs/CEOs

成果  2.実施研修を通じ、小規模灌漑スキームによる簡易堰・恒久堰建設、運営、管理技術がMAL普及員に移転される。

成果  3.灌漑農業およびアップグレードされた簡易堰・恒久堰の運営、維持管理に対する農家の知識や技術が向上する。

Provincial and district TSB
officers

BEOs/CEOs

BEOs/CEOs

BEOs/CEOs
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付属資料4 -評価グリッド１．プロジェクトの達成状況の確認 

 

検証内容 
評価調査項目 

判断方法 必要データ データソース データ収集方法 
大項目 小項目 

プロジェク

ト活動の進

捗と実施過

程 

 

プロジェクト

活動は予定通

り進捗してい

るか？ 

＊活動に遅れがあった場合、原因は

なにか？ 

＊活動と実施計画（PDM・PO）に変

更はあったか？ 

活動計画表と実績の比

較。 

 

-実際の活動計画と実績 

-活動と計画変更に係わる情報 

 

 

-プロジェクト報告書 

- ザンビア側関係者（農業畜産

省( 州および郡の農業調整官

(PACO/DACO)技術サービス部門

(TSB)、普及員他）  

- 日本人専門家 

 

-文献調査 

-インタビュー 

-質問票 

 

プロジェクト

の運営管理に

関する問題は

あったか？ 

＊プロジェクト活動は適切にモニ

タリングされてきたか？ 

モニタリングの方法/頻

度/結果のフィードバッ

クの状況が適切か？ 

モニタリングについて左記に

関わる情報 

- 同上 - 同上 

＊意志決定のメカニズムは機能し

ていたか？ 

問題の有無／対応の方法

／対応の過程 

JCC や他の意志決定メカニズ

ムに関する情報 

＊関係者間の情報共有はなされて

いたか？ 

情報の共有に関する状況

の確認 

情報共有の方法(定例会議その

他の会議の開催状況、報告書配

布、日常のコミュニケーション

の状況等確認) 

実施機関のプ

ロジェクトへ

の理解と業務

遂行状況 

＊実施機関はプロジェクトの目的/

意義/実施アプローチ等を理解して

いるか？ 

 理解の度合 - 同上 - 同上 

＊カウンターパートはプロジェク

トに主体的に参加しているか？ 

 参加の度合/意欲 

ターゲットグ

ループ/受益

者によるプロ

ジェクトの認

識 

＊ターゲットグループ/受益者のプ

ロジェクト活動の認識 

ターゲットグループ/受

益者はプロジェクトの活

動について知っている

か？ 

理解の度合(広報活動の状況な

ど含め) 

- ザンビア側関係者（農業畜産

省( 州および郡の農業調整官

(PACO/DACO)技術サービス部門

(TSB)、普及員他)  

  

- 日本人専門家 

- 対象地域の農民 

-文献調査 

-インタビュー 

-現場視察 

 

＊ターゲットグループ/受益者のプ

ロジェクト活動への主体的な参加 

ターゲットグループ/受

益者はプロジェクト活動

に主体的に参加している

か？ 

参加の度合 
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付属資料4 -評価グリッド２．妥当性 
評価基準 

妥当性 

評価調査項目 
判断方法 必要データ データソース データ収集方法 

大項目 小項目 

 

プロジェク

トの実施の

正当性、必要

性は有った

か確認 

 

プロジェクト

はザンビア国

の政策と整合

性を持つか。 

＊プロジェクトの目標、方向性がザ

ンビアの政策と一致しているか？ 

プロジェクト目標、上位

目標とザンビア国の政策

との整合性を検証。 

 

-ザンビア国における小規模灌

漑開発に関する政策、戦略、計

画等 

 

 

- プロジェクト報告書 

- ザンビア側関係者（農業畜産省

( 州および郡の農業調整官

(PACO/DACO)技術サービス部門

(TSB)、普及員他)  

- 日本人専門家 

 

-文献調査 

-質問票 

 

 

ターゲットグ

ループの選択

は適切だった

か。 

＊プロジェクトは、ターゲットグル

ープのニーズに合致していたか？  

プロジェクト目標、上位

目標とターゲットグルー

プのニーズを検証 

- ザンビア側関係者  

の認識 

 

- 同上 -文献調査 

-インタビュー 

-質問票 

 

＊ターゲットグループの規模は適

切だったか。 

ターゲットグループ（主

たる便益の享受者）につ

いて規模を中心に現状を

確認 

-カウンターパートリスト 

-ターゲットグループに関する

データ 

 

- プロジェクト報告書 

- 農業統計等 

- 同上 

プロジェクト

は、日本の海

外援助方針と

国別援助方針

等に合致して

いたか？ 

＊プロジェクトは日本の援助方針

の重点項目を扱っていたか 

プロジェクト目標、上位

目標の内容と日本の援助

方針の重点項目を検証 

-日本国のザンビア国に対する

援助方針等 

 

-日本政府のザンビア国援助方針

等 

 

-文献調査 

 

＊プロジェクトは、JICAの国別援

助方針に整合していたか。 

プロジェクト目標、上位

目標の内容とJICAの援

助方針を検証 

-JICAの対ザンビア国援助方針 

 

-JICA国別援助方針等 

 

-文献調査 

 

手段としての

適切さ 

＊プロジェクトの戦略は、ザンビア

国の関連セクターに効果を上げる

手段として適切だったか。 

プログラムのアプロー

チ、対象地域、他ドナー

との援助協調などを確

認。 

-他ドナーの援助動向 

-関係者の意見 

 

- プロジェクト報告書 

- ザンビア側関係者（農業畜産省

( 州および郡の農業調整官

(PACO/DACO)技術サービス部門

(TSB)、普及員他)  

- 日本人専門家 

 

-文献調査 

-インタビュー 

＊プロジェクトは公平性の視点か

ら適切なものであったか。 

裨益の公平性が確保され

ているか。 

-関係者の意見 

 

- 同上 - 同上 
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付属資料4 -評価グリッド３．有効性 
評価基準 

有効性 

評価調査項目 
判断方法 必要データ データソース データ収集方法 

大項目 小項目 

プロジェクト

目標の達成状

況（プロジェク

トの効果）を問

う 

プロジェクト

目標の達成見

込みはどう

か？ 

【対象地域における灌漑施設の整

備を通じ、灌漑面積を増進する。】
はどの程度達成されているか？ 

 

PDMの指標値と現状の比較、

今後の達成見込みの分析等

を総合的に勘案 する。 

指標： 

1. 対象地域の 500 以上の

農家グループが小規模灌漑

スキームを利用した灌漑農

業に従事する。 

2. 対象地域で小規模灌漑

スキームによる灌漑面積を

700ha（恒久堰により70ha、

簡易堰により 630ha）以上

にする。  

-達成度を判断するための指標

に関連する各種データ 

- プロジェクト報告書 

- ザンビア側関係者（農業畜産

省( 州および郡の農業調整官

(PACO/DACO)技術サービス部門

(TSB)、普及員他)  

- 日本人専門家 

 

-文献調査 

-インタビュー 

-現場視察 

- 質問票 

＊プロジェクト目標の進捗、達成に

阻害・貢献した外部要因は有るか。 

 

PDMの外部条件を中心とし

たモニタリングの結果から

判断 

-モニタリング結果 

-現場関係者の意見 

 

- 同上 

 

- 同上 

 

＊アウトプットの達成状況は十分

であるか。 

 

アウトプットの指標値と現

状の比較 

-アウトプット指標データ 

-現場関係者の意見 

 

- 同上 

 

- 同上 

 



35 
 

付属資料4 -評価グリッド４．効率性 
評価基準 

効率性 

評価調査項目 
判断方法 必要データ データソース データ収集方法 

大項目 小項目 

アウトプット

（成果）の達

成と投入との

間の効率性を

検証 

アウトプット（成

果）の達成状況は

どの程度か。 

1．【実施研修を通じ、小規模灌

漑スキームによる簡易堰・恒久

堰設計、建設、運営、 

管理技術が TSB 技術職員】に移

転されたか？ 

2．【実施研修を通じ、小規模灌

漑スキームによる簡易堰・恒久

堰建設、運営、管理技術】がMAL

普及員に移転されているか？ 

3．【 灌漑農業およびアップグレ

ードされた簡易堰・恒久堰の運

営、維持管理に対する農家の知

識や技術】は向上しているか？ 

アウトプット達成状況と

PDMの指標との比較、達成

の時期の適切さ、外部要

因の影響等を含めて総合

的に判断。 

-アウトプット指標データ - プロジェクト報告書 

- ザンビア側関係者（農業畜産省

( 州および郡の農業調整官

(PACO/DACO)技術サービス部門

(TSB)、普及員他)  

- 日本人専門家 

 

 

-文献調査 

-インタビュー 

- 現場視察 

日本側投入 

１）日本人専門家 

＊専門家の数、専門領域、派遣

のタイミングは適切だったか。 

実績と計画を検証 -専門家のアサイン（期間、人

数）実績とザンビア国国側の評

価 

- 投入実績・報告書 

- ザンビア側関係者（農業畜産省

( 州および郡の農業調整官

(PACO/DACO)技術サービス部門

(TSB)、普及員他)  

 

-文献調査 

-インタビュー 

２）供与機材 ＊供与機材の仕様、量、導入の

時期は適切だったか。 

実績と計画、利用状況等

を検証 

-投入資機材のリスト、納入時

期、仕様、利用状況、管理状況 

- 同上 

 

-文献調査 

-インタビュー 

- 現場視察 

３）本邦・第三国

研修 

＊研修の受け入れ人数、研修分

野、時期は適切だったか。 

実績・研修参加者の満足

度、業務への活用の度合

等を検証 

-研修記録、研修参加者のコメ

ント 

-日本人専門家の意見 

- 同上 -文献調査 

-インタビュー 

ザンビア側投入 

１）CPの配置 

＊CPの数､能力の適切さ CP配置の実績と計画を検

証 

 

-CPの配置時期、人数、専門、

活動状況、異動の有無 

- 同上 - 同上 

 

２）運営資金(予

算管理体制) 

＊運営資金は、過不足、遅滞な

く執行されたか。 

予算計画と執行の状況を

検証 

-予算計画、執行状況 - 同上 - 同上 

 

外部要因、外部条

件の影響 

＊プロジェクトの実施に貢献・

阻害した要因は何か。 

PDMの外部条件を中心と

したモニタリングの結果

等から判断 

-モニタリングの結果 

-現場関係者の評価 

-プロジェクト実績表・報告書 

-ザンビア側関係者（同上） 

-日本人専門家 

-文献調査 

-インタビュー 

- 現場視察 
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付属資料4 -評価グリッド５．インパクト 
評価基準イ

ンパクト 

評価調査項目 
判断方法 必要データ データソース データ収集方法 

大項目 小項目 

プロジェクト

のインパクト

検証 

上位目標は達成

される見込みが

有るか。 

【対象地域における灌漑農業生

産が向上する。】見込みを検証。 

PDMの指標値と現状の比

較、今後の達成見込みの分

析等を総合的に勘案して

判断 

指標：【対象地域において

2020年3月までに700以

上の農家グループによっ

て作物が増産される。】 

-左記指標に関わるデータ - ザンビア側関係者（農業畜産省

( 州および郡の農業調整官

(PACO/DACO)技術サービス部門

(TSB)、普及員他)  

- 日本人専門家 

- 対象地域の農民 

-文献調査 

-インタビュー 

- 関係者との協議 

- 現場視察 

その他のインパ

クトの有無・内容

の検討 

＊上位目標以外（政策、制度、

環境、技術、社会、文化面等）

のインパクトは有ったか？ 

 - ザンビア側関係者の認識 

- 日本人専門家の認識 

- ザンビア側関係者（同上） 

- 日本人専門家 

- 対象地域の農民 

-インタビュー 

- 関係者との協議 

- 現場視察 
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付属資料4 -評価グリッド６．持続性 

 

 

 

評価基準 

自立発展性 

評価調査項目 
判断方法 必要データ データソース データ収集方法 

大項目 小項目 

協力期間終了後

の持続性の見込

みの検証と評価 

プログラムの

実施による便

益の発現、継続

に対し、阻害あ

るいは貢献要

因はあるか？ 

 

政策面 

＊政府による政策的サポートは

継続されるのか？（農業 畜産省

他の政策） 

中央政府、地方政府の政

策を確認 

-ザンビア国政府担当者の見解 

-日本人専門家 

-政策、法規などの動向 

-プロジェクト報告書 

- ザンビア側関係者（農業畜産省

( 州および郡の農業調整官

(PACO/DACO)技術サービス部門

(TSB)、普及員他)  

- 日本人専門家 

 

-文献調査 

-インタビュー 

-質問票 

- 関係者との協議 

 

組織面(活動体制) 

＊関連組織は活動を実施する能

力を持っているのか？ 

＊人員は適切に配置されている

のか？ 

農業灌漑省( 州および

郡の農業調整官

(PACO/DACO)技術サービ

ス部門(TSB)、普及員他) 

の人員配置、 組織体制

上などの現状を検証 

 

- ザンビア側関係者の見解 

-日本人専門家の認識 

 

 

- 同上 

  

 

-インタビュー 

-質問票 

- 関係者との協議 

 

財政面 

＊ 小規模灌漑農業開発に関連

する今後の活動予算は確保され

るか？ 

プロジェクト活動の継

続に関連する予算確保

の見込みを確認 

- ザンビア側関組織の年度予算

と今後の見込み 

 

- 同上 

 
-インタビュー 

-質問票 

- 関係者との協議 

 

技術面 

＊技術移転は十分に行われてい

るか 

＊供与機材の維持管理（保守点

検、部品手当）は適切に行われ

る見込みがあるか？ 

関係者への技術移転の

状況と維持管理体制を

確認 

-能力評価のデータ等 

-日本人専門家の認識 

 

- 同上 

 

-インタビュー 

-質問票 

- 関係者との協議 

-現場視察(供与機材管理状

況) 

オーナーシップ 

＊実施機関 農業畜産省( 州お

よび郡の農業調整官

(PACO/DACO)による活動のオー

ナーシップは確立されているの

か？ 

 

関係者の意識を確認 

 

- ザンビア側関係者の見解 

-日本人専門家の見解 

 

 

 

 

-プロジェクト報告書 

- ザンビア側関係者（農業畜産省

( 州および郡の農業調整官

(PACO/DACO)技術サービス部門

(TSB)、普及員他)  

- 日本人専門家 

- 対象地域の農民 

-インタビュー 

-質問票 

- 関係者との協議 
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年月

5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

ポジション/担当分野 31 30 31 31 30 31 30 31 31 28 31 30 31 30 31 31 30 31 30 31 31 28 31 30 31 30 31 31 30 31 30 31 31 29 31 30 31

1 総括/灌漑計画管理
25 2 5 31 30 31 31 14 17 30 6 18 13 23 14 5 30 31 11 4 4 9

2 副総括/営農/研修計画
25 12 6 30 22 11 28 5 5 31 19 14 31 12 19 30 15 18 31 21 31 4 28 4

3 灌漑施設設計/施工管理
25 12 6 30 31 16 5 31 30 31 31 20 26 21 18 31 30 31 28 10 31 30 16 27

4 水管理/灌漑施設設計/施工管理(2)
25 30 22 11 31 30 13 29 3 22 9 4 30

5 農産物流通
30 15 3 30 27 8 30 7

6 農村社会/農民組織/ジェンダー
25 12 31 30 14 11 28 5 5 31 29 8 31 30 15 11 31 30 18 23 30 30 1/9 27

7 環境・社会配慮
5 25

8 営農 (2)/農村社会 (2)
19 12 5 30 9

9 営農 (2)/農村物流通 (2)
18 13 28 30 3

2013 2016

付属資料5 : 日本人専門家派遣状況 (from May 2013 to the end of May 2016)

20152014

Shokohifard Gholamhossein

原　律子

芳澤　和哉

専門家氏名

山本　麻起子

福本　昌也

佐川　喜裕

家泉　達也

蛭田　英明

千葉　伸明
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付属資料6. 資機材リスト 

No. 項目 製品名 製造者 数量 価格 
(クワチャ) 

価格 (円) 設置場所 購入年月 現況 

1 コピーマシン IR2520 Canon 1 26,293 481,688 プロジェクト事務所 (Kasama, 北部州) Sept.2013 良好 

2 カラープリンター i-SENSYS 

LBP7750CDN 

Canon 1 5,313 97,334 同上 Sept.2013 良好 

3 プリンター IR1020 Canon 1 5,172 94,751 同上 Sept.2013 良好 

4 ラップトップコンピュー

タ 

Satelite L855 Toshiba 3 16,191 296,619 同上 Sept.2013 良好 

5 ラップトップコンピュー

タ 

Compaq 650 HP 1 5,397 98,873 同上 Sept.2013 良好 

6 車両 Mitsubishi Pajero Mitsubishi 2 654,800 12,087,608 同上 May 2013 良好 

7 オートレベル AT-B4  TOPCON 3 6,026 97,200 TSB 事務所(北部州、ルアプラ州、ムチ

ンガ州) 

May 2015 良好 

8 デジタルカメラ Coolpix S3600 with 

16GB SD Card 

NIKON 20 11,545 186,226 郡TSB 事務所 May 2015 1機損傷 

合計 730,737 13,440,299    
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付属資料  7:  ザンビア側カウンターパート氏名  (2016年5月末現在)

配置期間

職位 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

1 農業省政策・計画局局長(Lusaka)

2 農業省農業局局長 (Lusaka)<*

3 TSB 副局長,  (Lusaka)

4 北部州農業調整官 (Kasama)

5 北部州上級灌漑技師

6 北部州上級農業機械化技官

7 北部州技官補

8 北部州上級技官

9 北部州北部州技官補

10 北部州状況農業官

11 北部州食料・栄養改善担当官

12 ムチンガ 州上級技官

13 ルアプラ 州上級灌漑技師代理

14 ルアプラ州土壌保全担当官代理

15 ルアプラ州筆頭技官

16 ルアプラ州農業専門官

17 ムチンガ 州ナコンデ郡技官補
18 ムチンガ 州ナコンデ郡技官補
19 ムチンガ 州Mpika郡技官補
20 北部州Mansa郡技官
21 北部州Mungwi郡技官補

5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

Mr. Mwamba Martin
Mr. Kalolo Simbeya
Mr. Kellies Nkandu

2016注:<* 2013年10月までTSB本局副局長 2013 2014 2015

Ms. Mary Chisanga

Mr. Stephen Syansingu

Mr. Mayson Saila

Mr. Obed Chanda

Mr. Jonathan Sinkolongo

Mr. Kellies Sakajila
Mr. Remmy Chibeyeye

Mr. Ackson Mbewe

Mr. Kelvin M. Simukoko

Ms. Annie Bluaya 

Mr. Lawrence BWEMBYA

Ms. Elizabeth Kapuka

Mr. Stanislaus Mulenga Chisakuta

Ms. Emma Malawo

Mr. Sifaya Mufalali

Mr. Andrew Banda

Mr. Kenneth Zulu

2016

Mr. Peter K. Lungu

カウンターパート氏名
2013 2014 2015
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その他資料１：面談録 
 

面談録① 

面談先 ルアプラ州農業局(PACO 事務所) 

日時 6 月 3 日（金）8:00- 

場所 ルアプラ州農業局(PACO 事務所) 

先方 ①Mr. Chite Godwin (PACO)、②Mr. Mayson Sailan ), ③Mr. Remmy Chibeyeye（Provicial TSB）、

④Mr. Chanda Obed（Provincial TSB） 

我が方 Mr.Sitali, 東野（合同調査団）及び、蛭田専門家、佐川専門家 

要旨 当方より、評価調査団の目的を説明。 

 Mr. Chite (PACO)から T-COBSI プロジェクトへの謝意と、ルアプラ州内の農地が簡易堰の設置

によって生産性が向上し、灌漑面積の拡大（150ha）、受益農家が 100 戸に達したこと、農民が

大変意欲的に灌漑事業に参加し農業に取り組んでいること、研修を受けた BEO/CEO が 78 名に

達したこと等について説明あり。 

 最近では、地域の農家の栽培した生鮮野菜が大手のスーパーマーケット（ShopRite）にも置か

れている。 

 作物は、キャベツ、メイズ、トマト、ニンジン、タマネギなど多様である 

 このプロジェクトが終わるのは個人的には大変残念だが、ハッピーエンディングであると思っ

ている。 

 農民の収入が向上していることは確実で、多くの農家の住居が茅葺きからトタン屋根に改修さ

れている（まだ、現場でははっきりと住居の改善を確認できていないが、当日の農民とのイン

タビューでも、家の改修、子どもの学費の充当など、収入が増えたという回答は一貫して聞か

れた） 

 現在、ザンビアでは道路インフラの整備が急速に進められており、野菜の販路の拡大が期待さ

れるとのこと。 

 Mr. Mayson Sailan（Provincial TSB）からは、簡易堰の利点（低コスト、容易に設置できる）

と、これまでの拡大は評価するものの、永久堰にアップグレードしていくことが望ましいとの

見解が聞かれた。州レベルの TSB スタッフの技術レベルは相応の水準にあり、永久堰の計画、

設計、施工管理を十分に行えるとのこと。ただし、問題は予算がないこととの意見。 

 予算の確保について：ザンビア側の評価委員の Mr.Sitali からは、州としてきちんと手続きを

踏んで、農業省の次官（Permanent Secretary）あてに予算の申請をすることが大事である。

JICA プロジェクトが終了したら、活動がなくなってしまうことのないように州として灌漑事業

の継続のための計画と予算の申請を心がけてほしいとの要望がなされた。 

 

面談録② 

面談先 ルアプラ州 Mansa 郡 DACO 事務所 

日時 6 月 3 日 9:20-  

場所 Mansa 郡 DACO 事務所 

先方 ①Mr. Peter Kalima (Extension Methodologist)、②Mr. Kellies Nkanda, (District TSB, Muansa)、

③Mr. Andrew Mwapa (District TSB, Muansa) ④Mr. Mayson Sailan (Provincial TSB) 

我が方 Mr.Sitali, 東野（合同調査団）及び、蛭田専門家、佐川専門家 

要旨  当方より、評価調査団の目的を説明。 

 DACO の都合がつかず出席できないため Mr.Peter Kalima が代わりとして出席とのこと。プロ

ジェクトについては詳細を知らないため、District の TSB 職員である Mr. Kellies Nkanda

と Mr. Andrew Mwapa が出席しているので聞いてほしい。 

 Mr. Kellies から：プロジェクトの進捗の概要について説明があり、T-COBSI の効果につい

て満足しているとの感想が述べられた。農民の生計向上だけでなく、栄養状態の改善という

意味でも成果があった。 

 永久堰の技術的な面での理解は、簡易堰の設置を経験してから、永久堰の建設に段階的に進

んでいけば、それほど困難なものではないとの考えが示された。 

 一方、Mr. Mwapa からは T-COBSI の評価は同意しつつも、永久堰についての研修は、技術的

なバックボーンがないものにとっては敷居が高いため、研修期間を長くして理解を完全にす

るなどの配慮が必要だとの意見が示された。 
面談録③ 

面談先 ルアプラ州 Nchelenge 郡 DACO 事務所 

日時 6 月 3 日 15:30- 

場所 ルアプラ州 Nchelenge 郡 DACO 事務所 

先方 ①Mr. Stanford Nkhoma, DACO, Nchelenge, Luapula Province②Mr. Chewe Chieleshe, District 

TSB, Nchelenge, Luapula Province、③Mr. Philip Sinyangwe, Acting Senior Agricultural 
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Officer, Nchengele, Luapula)  

我が方 Mr.Sitali, 東野（合同調査団）及び、蛭田専門家、佐川専門家 

要旨  当方より、評価調査団の目的を説明。 

 DACO より、Nchelenge での小規模灌漑事業の現状の悦名。2014 年時点では、灌漑面積が 15ha

だったが、現在 21.5ha まで拡大。受益農民の数も 98名から 129 名に増えている。 

 農民は非常に意欲的に灌漑農業に取り組んでいる。乾期の作付けを通じて、収入が増えている

ことから、インセンティブがある。 

 JICA の事業が終わるのは残念だが、すでに、それを想定して、今後自分たちの力で、どうやっ

て運営していくのかについて検討をはじめている。地域のリーダーシップが重要と認識してい

る。 

 Mr. Philip からは、研修の期間の検討、栽培分野の研修を含めた包括的なプログラムを検討し

た方がいいのではないかとの提言を受けた。 

 農民たちの収入は向上しており、家を新築した農家がいるとのこと。 

 
面談録④ 

面談先 ルアプラ州 Mwansabombwe 郡 DACO  

日時 6 月 4 日 8:00- 

場所 ルアプラ州 Mwansabombwe 郡 DACO 事務所 

先方 ①Mr .Ruben Chandwa (SAO)、②Mr. Kangwa Joseph (CEO)、Mr. Mwelwa Loston (TSB)、④Mr. Daglas 

我が方 Mr.Sitali, 東野（合同調査団）及び、蛭田専門家、佐川専門家 

要旨  当方より評価調査の目的を説明。 

 Mr .Ruben より郡の状況について説明 

 Mwansabombwe は最近、Kawnabwa 郡から分かれて出来た新しい郡である。もともと内水面漁業

が盛んで、農業人口は少なかった。 

 しかし、乱獲のせいで、漁獲資源が枯渇したこともあり、灌漑農業は生活の糧として期待され

ている。また、灌漑水を利用した養殖も期待が高いが、稚魚の生産システムが確立していない

ことが問題となっている。 

 このような状況にある郡としては、JICA の T-COBSI に対しては大変感謝している。簡易堰が

2014 年に設置されて、農民は意欲をもって農業を行っている。 

 Mr. Mwela: 研修は実技が含まれているので、理解しやすい。TSB は恒久堰の建設の現場実習が

あるので、恒久堰についても理解が促進される。CEO のように技術的な背景を持たない研修生

は､実技を経験しないと難しいかもしれない。現在、この郡には５つの堰があり 4 つの簡易堰

を予定している。 

 
面談録⑤ 

面談先 ルアプラ州 Kawambwa 郡 DACO  

日時 6 月 4 日 12:00- 

場所 ルアプラ州 Kawambwa 郡 DACO 事務所 

先方 ①Mr .David Magus (DACO)、②Mr. Stephan Musonda (SAO)、③Mr.Hudu Nthaluha (TSB) 

我が方 Mr.Sitali, 東野（合同調査団）及び、蛭田専門家、佐川専門家 

要旨  当方より評価調査の目的を説明。 

 DACO:農民はこれまで農地の灌漑に苦労してきたが、簡易堰の導入で灌漑面積が広がっている。

また、灌漑水を利用した養殖池も掘削されている。 

 CTO:郡では作物の多様化を進めており、灌漑農業は乾期の栽培を可能とするため方針に合って

いる。フィールドデイなどを開催して農民に普及している。農民の収入は増え得ていると考え

ている。たとえば雨期のメイズは、製粉用で 50kg 入りの袋で 75クワチャ程度でしか売れない。

1ヘクタールで 70袋取れるとして売り上げは 5,000 クワチャ程度。一方、乾期に灌漑を利用し

て作ったメイズは､1 ヘクタールで 40,000 本ほど取れるが、一本で 1 クワチャで販売できるの

で合計 40,000 クワチャの販売となる。 

 DACO:灌漑事業などを含めた郡としての事業計画は毎年6月作成して､年末の議会承認を得るこ

ととなる。しかし、例年、要求額に対して 25％程度しか承認されない。 

 SAO:キャンプレベルや村落レベルの開発委員会があって、郡はこれらの委員会と定期的に情報

を交換している。簡易堰の設置も、村落やキャンプからの要求があって支援するという、基本

的には需要ベースの開発事業対応となっている。 

 DACO: Kawaｍbwa 郡では、FAO の CASU を初めとして、最近はバイオ燃料の企業の進出も予定さ

れており、これからの発展が期待されている。コンゴの国境から近いこともあり、農業はポテ

ンシャルがある。 

 
面談録⑥ 
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面談先 ムチンガ州 Nakonde 郡 DACO 事務所 

日時 6 月 6 日 8:00- 

場所 ムチンガ州 Nakonde 郡 DACO 事務所 

先方 ① Mr. Mwale Kasase (DACO)、②Mr. Kellies (District TSB, Nakonde)、③Mr. Kaunda (District 

TSB, Naconde)、④Mr. Martin (District TSB, Nakonde) ④Mr.Rainfold Hara(SAO, Nakonde) 

我が方 Mr.Sitali, 東野（合同調査団）及び、蛭田専門家、千葉専門家 

要旨  当方より調査団訪問の目的を説明。 

 DACO より：Nakonde 郡の農民は水の確保に苦労してきた。T-COBSI プロジェクトのおかげで、

乾期作が可能となり､農民は､大変に喜んでいる。JICA に対して感謝したい。たとえば

Musanza(恒久堰)では 35 農家が従事しているが、様々な野菜が栽培されている。灌漑農業で生

産された野菜は地元の市場を中心に販売されており、評判も良い。今後も適地を選んで灌漑農

業を拡大していきたい。恒久堰も、一カ所か二カ所は設置したいと考えている。まだ、来年の

灌漑普及に関する郡の計画は策定していない。 

 中央政府の方針が変わって、肥料に対する補助金が打ち切られる予定である。今後農民が優良

種子や肥料を的確に入手する手段として E-Voucher システムの導入が全国的に進められてお

り、Nakonde も今年の八月くらいから 12,500 農家を対象に、導入していく予定だ（システムの

詳細はわからず） 

 この地域での灌漑事業導入で､農業以外の波及効果はあったか？←ティラピアの養殖を今後郡

として考えたいと思っているが、まだ、実際に進められている例は無い（DACO）。 

 農民の生活の向上についてどのように見ているか？←灌漑地区に行って見てほしいが、家にソ

ーラーパネルが着いていたり、家の改築が進んだりしている様子が見て取れる。 

 恒久堰の建設について：IFAD が予算の確保を検討していると聞くが、郡の技術者の対応は可能

か？←研修を受けて、内容を理解しており、技術的には十分に対応する自信がある（TSB） 

 TSB:地形測量と GSP 等の供与を JICA が検討してもらえないだろうか？  

 
面談録⑦ 

面談先 ムチンガ州 Isoka 郡 DACO 事務所 

日時 6 月 7 日 8:00- 

場所 ムチンガ州 Isoka 郡 DACO 事務所 

先方 ① Mr. Victor Siame (DACO)、②Mr. Mwambazi(District TSB, ISOKA)、③Mr. Titus (District 

TSB, Isoka)、④Mr. Dake Bernard (SAO, ISOKA)、⑤Mr. Ngosa (District Marketing Officer, 

ISOKA) 

我が方 Mr.Sitali, 東野（合同調査団）及び、蛭田専門家、千葉専門家 

要旨  当方より評価調査について説明。 

Mr.Victor より： 

 T-COBSI プロジェクトによって郡の農業、職員の能力などが強化されたことに大変感謝してい

る。経済環境は変わっていくのでそれに伴って新しい考えと活動を行わなくてはならない。 

 JICA の研修で能力が強化されたので、今後はそれを使って、目に見える成果を出していくこと

が必要だ。現在郡には 15 の簡易堰がある。農民は灌漑の実現で、収入が増えただけでなく、

栄養摂取の状況も改善されている。ISOKA は恒久堰の建設にも適地がある。農民の数は 28,000

人いるので、支援はまだまだ必要である。 

 ISOKA は畜産セクターも盛んであり、ウシ、ヒツジ、ヤギなどが飼育されている。また、落花

生の栽培が盛んであり、海外への輸出もされている。ムチンガには、中央養魚場があり、種苗

の生産などを行っている。養殖が盛んである。 

 農民の生活の向上は具体的にどのような面で現れているか？←家の改築や家畜の購入、子ども

の学費などで現れている。 

 Mr.Mwanbazi より：研修は内容と実施方法共に素晴らしかった。農民が簡易堰の建設が行える

ようになった。しかし、今後、GRZ の予算執行に問題があることが懸念される。 

 Mr. Sitali より：GRZ の予算の話が出たが、JICA プロジェクトが終了することが想定されるの

で、2017 年度の郡としての優先事業を早めに決め、灌漑の普及活動を継続するように心がけて

ほしい。 

 評価分析団員より：簡易堰の建設はほとんど費用がかからないと思う。既に灌漑施設を利用し、

利益が出ることを経験した農民は、施設の維持管理を自発的に行うだろう。しかし、新しい地

域に拡大していくために、たとえば、農民間の交流や、現場視察（デモファームへの）活動な

どを考えて、計画を策定してほしい。←（DACO）了解した。今週の木曜日には恒例の年に一度

の郡フェアが開催されるので、その機会も活用できると考える。 

 電子ヴァウチャーシステムは当郡でも導入するのか？←(Mr. Ngosa)今、準備を進めている。

当郡では、12,174 名を対象に、実施のための準備（入力）を進めている。 
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面談録⑧ 

面談先 北部州 PACO 事務所 

日時 6 月 8 日 8:00- 

場所 北部州 PACO 事務所 

先方 ①Mr. Charles Kapalasha (PAO)、②Mr. Sifaya Mufalali (Provincial TSB) 

我が方 Mr.Sitali, 東野（合同調査団）及び、蛭田専門家、千葉専門家 

要旨  当方より調査団訪問の目的を説明。 

 PAO より：T-COBSI のおかげで我々の州の農民が灌漑用の水を得ることが出来たことにまず感

謝の意を表したい。簡易堰の建設に関する技術移転がなされて成功している。また、簡易堰の

アップグレードとしての恒久堰の建設もうまくいっている。この段階を踏んだ技術移転はザン

ビアの環境に適していると考える。White Elephant を追っても仕方が無い。役に立つものをき

ちんと作ることが大事だ。技術移転と農民参加の組み合わせがうまくいった。研修として

TSB/CEO の建設と維持管理の知識が向上したことも大きい。 

 将来の簡易堰を通じた普及の仕組みについてどう考えているか？←現在FFSの仕組みを導入す

るために試行的に州内の 2 カ所（チノンゴシ、シュワイラペビラ）で実施している。これは栽

培から、灌漑などを総合的に、農民自身で学んでいくものである。既に州内の全郡から 52 名

の Crop extension officer を選抜し、来年からは本格的に稼働させていくつもりである。 

 灌漑以外のインパクトとしての養殖だが､どれくらい盛んなのか？(どこの事務所でも養殖が

盛んと聞くが、まだ、T-COBSI の受益地では見ていない)また、養殖は畜産省の仕事だが、農業

省と畜産省の連携はどうなのか？←地域の普及員は殆どが農業省の所属で、畜産省の所属して

いる普及員は限定的であるが、郡レベルでは､養殖も含めたさまざまな普及を農業省の普及員

（CEO）が行っており、事実上連携が問題とは認識していない。 

 
面談録⑨ 

面談先 北部州 TSB 

日時 ６月 8日 9:20- 

場所 北部州 TSB 事務所 

先方 （個別インタビュー：要旨参照） 

我が方 東野（評価分析） 

要旨 Ms.Annie Bluaya: Land husbandry ユニット所属 (土地の肥沃土管理や、定住問題などの社会的な

分野も扱う)担当。 

 恒久堰の設計については個人的には難しかった。もう少し時間をかけて研修を実施すること

を望みたい。その他の課程（現地調査、建設工事管理）は十分にやれると感じている。 

Mr. Francis Bwalya：灌漑ユニット所属 研修で恒久堰の建設について体系的に学べたので良か

った。もともと灌漑の専門なので研修をそれほど難しいとは感じなかった。 

 カサマ郡の Chamda maranba では、ワールドビジョンが恒久堰を建設している。これは、ワー

ルドビジョンの職員がたまたま現場で簡易堰を目にして興味を持ち､農民の意向で建設した。 

Mr. Sifaya Mufalali: 灌漑ユニット。若干 30歳だが、4年生大学卒ということで、TSB の責任者。 

 灌漑が専門であり、研修については理解しているつもりだ。ただし、今後の研修では、現場踏

査と設計の単元を増やすべき。 

 自力で恒久堰の建設があっても対応できる。また、州、郡で、どの職員が恒久堰の建設に関わ

れるか、職員の能力についても大体把握できている。 

Mr. Laurence BWEMBYA: Land Husbandry ユニット。 

 専門は灌漑では無いが、以前から、業務を通じて測量などの基本的なことは経験していた。し

かし、設計については難しかった。T-COBSI の実施で、農民の栽培時の労働負担が大幅に軽減

された。また、生活レベルも上がり､農業資材（肥料、農薬）、家の改築、自転車の購入や、子

どもの学費の支払いが可能となっている。食生活も肉の購入が出来るなどの変化が見られる。 

Mr. Philip: カサマ郡 TSB 職員。灌漑が専門。Kapanda 堰で、恒久堰の計画、設計、建設管理と一

通りを経験することが出来て､大半勉強になった。今後、恒久堰の建設に自力で対応出来ると思う。 

 今後の普及についてだが、簡易堰は農民自身で十分にやっていけると考える。ムワンバ（確認）

などで FFS を試行中だが、Lead Farmer と呼ばれる農民のリーダーが、他の農民に技術を指導

することが期待されている。ワールドビジョンが進めており､既に 50 名ほどのリードファーマ

ーが任命されている。 

Mr.Kelvin Simukoko: 州の TSB 灌漑ユニットに所属している。 

 T-COBSI の研修に参加し、また、自らも講師として郡の TSB 職員や CEO 等に研修を行ってきた。

TOT 研修を受けた職員は 100 名を超えると思う。自身は灌漑の専門家であり、恒久堰の計画、

設計、施工管理を独力でやれる自信がある。また、三州で誰が、恒久堰の設計、施工管理業務

をやれるかについても概ね把握している。北部州 6 名、ルアプラ州 3名、ムチンガ州 4 名で、

合計 13 名である（中間レビューの時には数名しか出来ないとの見解があったので人数は増加
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している） 

 今後研修では、恒久堰についても、現場での作業を通じたモジュールに重点を置いてやってい

くのが良いと思う。 

 

面談録⑩ 

面談先 T-COBSI 専門家 

日時 6 月 9 日 16:00- 

場所 T-COBSI 事務所（北部州 PACO 事務所内） 

先方 蛭田専門家 千葉専門家 

我が方 東野（評価分析） 

要旨 ① プロジェクト実績確認依頼（灌漑面積、最新版 PO 確認） 

② 既存の報告書（プログレス No.4）であげられた課題について 

恒久堰のサイト選定・現場踏査について： 

Q:プログレスレポート（No.4）で研修生の理解不足という課題が挙げられていたが？←最初

の TSB 研修では理解不足の研修生も板が、2015 年以降の研修では改善されていると理解して

いる。また、今年は 7 月と 9 月に TSB 研修を行い、理解を促進し、これまでの研修の内容を

確認するためのレポートの提出を指示することとしている。 

Q:恒久堰の業務を独力でやれる TSB 職員はどれくらいいるのか？←州、郡含めて 10 数名てい

どだろう。中心は北部州の TSB スタッフになる。郡にも何名か理解度の高いものがいる。3州

で 60 名ほどの TSB 職員がいるが工学のバックグラウンドを持つものが 21 名いる。プロジェ

クト終了までに 20 名の能力の向上を目指したい。 

Q:州・郡職員が他業務との兼ね合いでプロジェクトの業務に専念できない？←毎年 8 月に州

の農業フェアがあり、州レベルに至るまでに、キャンプ、郡のフェアが開催される。その準

備で時間を取られていることは事実。ただし、深刻な問題とはとらえていない。 

Q:キャンプレベルでの普及員の交通手段の問題は？←現場間の距離があるので、やはり、こ

れは問題として残されている。また、キャンプによっては普及員がいないため、他のキャン

プの普及員が面倒をみるということになる。普及員の数が足りないのも問題（今年、500 名の

枠で採用の公募があったが、実際に採用されたのは 10 名程度） 

GRZ の予算の問題？：解決されていない。 

Q:水利費の徴集は？：農民グループの登記が必要。登記後、水利権を申請する（ある程度大

規模の取水堰の場合。ただし、明確な「大規模」の基準は無い。T-COBSI の恒久堰は必要ない

との見方もある）。水利権が承認されてから、水利費の徴集となるが、水利権の申請用紙には、

堰地点の河川流量（実測値）とそこから導水する水路の断面の実測値を記入することが求め

られている。農業省の水利部（water affairs）に依頼して、これらの測定を行うことになる

が、計測機器の不備、現場までの交通手段の不足が足かせとなって、水利費徴集の準備段階

で頓挫しているとのこと。（東野：そもそも、T-COBSI の施設、たとえ恒久堰であっても、水

利費の徴集は必要なのかどうか疑問。施設が大きくないので、農民グループの自主的・ボラ

ンティアの維持管理で十分かもしれない。） 

 
面談録⑪ 

面談先 JICA ザンビア事務所 

日時 6 月 13 日(月)8:30- 

場所 JICA ザンビア事務所 

先方 ①野田所長、②比嘉所員 

我が方 当方出席者：仲田、野口、東野 

要旨  野口団員より調査団訪問の日程、調査方針を説明。 

 これまでの調査結果概要（経済的なインパクトの概要）を説明。 

 野田所長より：農民の生活の改善はわかりやすいインパクトであり、プロジェクトの効果を外

部に説明するのに良いと思う。その他、五歳以下の児童の体重などのデータがクリックにある

ので、それを調べると T-COBSI の受益地と、その他の地域で違いが出るかも知れない。ザンビ

アでは母子手帳が普及しているし、データが得られると思う。やってみることを検討しても良

いかもしれない。 

 比嘉所員：プロジェクトのモニタリングについて（マラウィの事後評価でデータが殆ど得られ

なかった。同じコンサルタントがやっており、モニタリング体制の強化について留意してほし

い） 

 MoA の TSB を灌漑局に組織改編するという話があるが、実際には殆ど進んでいないようだ。世

銀のプロジェクトは進んでいるものの、内容については unsatisfactory という評価がでてい

る。 

 本日予定されていた IFAD へのインタビューは担当者が Mpika に出張しておりキャンセルとな
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った。カサマで改めてインタビューすることとする。 

 
面談録⑫ 

面談先 ザンビア国農業省農業局 

日時 6 月 13 日(月)10:00- 

場所 ザンビア国農業省農業局 

先方 ①Mr. Stanslaus Chisakuta (Deputy Director) ②Mr. Cornelius Mulako Sitali  

我が方 当方出席者：仲田、野口、東野 

要旨  面談内容概略：調査団より調査団訪問の日程、調査方針等を説明。 

 Mr.Chisakuta より：TSB の業務は、灌漑開発、land husbandry, 農業技術普及、作物・果樹栽

培がある。 

 T-COBSI の技術協力に感謝している。簡易堰/恒久堰が順調に行われたが、ザンビア側の予算投

入については予定通りに行われず遺憾であった。予算については、財務省の判断に委ねられて

おり農業省のコントロールが及ばないのが現状である。また、鉱業に依存しているザンビア経

済が不調であるという背景もある。ただし、財務省は、T-COBSI へのカウンターパートファン

ドの執行を却下しているわけではないので農業省としては、まだ、希望を持って待っている状

況である。 

 灌漑開発は農業省にとって最優先事項である。鉱業への過度の依存は好ましくなく、他のセク

ターの開発は国家の課題である。T-COBSI への予算執行については、農業省の PSから財務省の

PSに対して働きかけることも考えるべきかも知れない。 

 Food Reserve Agency (FRA)が実施している Food Input Support Program 

 国家灌漑計画(NIP)は 2004 年に策定され､現在改訂中である。 

 その他、大統領から毎年 5,000ha ずつ灌漑面積を増やすように指示があり農業省として対応し

ようとしている。 

 上記、灌漑面積の達成目標はあるが目標を大規模灌漑、小規模灌漑などどのように達成するか

については具体的な戦略は無い模様。灌漑適地の Inventory Survey を実施する予定はあるが、

予算措置が課題となっている。(過去に東部州、南部について過去に JICA が小規模灌漑の調査

を行ったことがある（確認） 

 TSB が灌漑局になるという話はあるが？←進めるように指示があるが、具体的な進捗は無い

(Cabinet Office からの指示を待っている)。 

 現在農業省で行っている最大の灌漑案件は世銀の Irrigation Development Support Program

である。総額 USD115million。3 つの案件が含まれている。その他、アフリカ開銀の Upscaling 

Small Holder Irrigation Project (SHIP)（20000ha）、APME(Agricultural Productivity and 

Market Enhancement Project(GAFSP))などがある。 

 小規模灌漑の小規模の定義は何か？（天水灌漑の場合は 5ha 以下という基準があるが、灌漑事

業の場合、明確な定義は無い？（2ha? 要確認） 

 
面談録⑬ 

面談先 世界銀行 IDSP 事務所（農業省内） 

日時 6 月 13 日(月)11:00- 

場所 世界銀行 IDSP 事務所 

先方 Dr. Barnabas Mulenga (National Project Coordinator, IDSP) 

我が方 当方出席者：仲田、野口、東野 (以上調査団) 羽石専門家 

要旨  野口団員より調査団訪問の日程、調査方針等を説明。 

 Dr.Mulenga は T-COBSI のプロジェクト策定から係わっている。T-COBSI はザンビアにとって現

実的な開発の過程であると評価しているとの評価。 

 現在 NIP のドラフトを作成中(9 月くらいまでに完成する予定)。様々な灌漑開発の方針を調整

して灌漑開発の枠組みを作り上げていく作業だが、マスタープランとして政策的、戦略的、大

局的な内容が主であり、具体的な事例（小規模灌漑等の）について記述をしているわけでは無

い。ただし、小規模灌漑を否定しているわけではない。ドラフトについて、最終化する前に JICA

に情報を提供することも可能である。 

 IDSP は遅れているが、最近、Mwonboshi ダム(ザンビア業者)、Musakashi 灌漑計画（中国業者）、

Lusitu 灌漑計画（ザンビア業者）の実施準備が整った。 

 羽石専門家より：T-COBSI は、コストをかけず､毎年 250ha の灌漑面積の拡大を果たしている。

農民の参加で実施されており､維持管理も農民が自発的に行ってきており、持続性も高いこと

を理解してほしい。大規模灌漑について日本が協力しようにも情報が不足している。 

 調査団より：Dr.Barnabas も T-COBSI の現場の視察することを検討してほしい。←JICA 側でア

レンジしてくれれば検討したい（Dr. Barnabas）。 
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面談録⑭ 

面談先 IFAD S3P 事務所 

日時 6 月 14 日(火)13:40- 

場所 IFAD S3P 事務所（北部州 PACO 事務所内） 

先方 Mr. Sunday Mwelwa (local agricultural investment manager) 

我が方 当方出席者：Mr.Sitali, Ms,Harrieto、仲田、野口、東野 (以上調査団)  家泉専門家、蛭田専門

家 

要旨  協議内容概略：野口団員より訪問の目的を説明 

 Mr. Mwelao より説明。IFAD のプログラムは、地方の農業開発を目的に実施されている。中核

は S3P（Smallholder Productivity Promotion Programme）であり、小規模農家の生産性、生

産量、販売の向上を目指して行われている。資金は IFAD とフィンランド政府からの拠出であ

る。ザンビアの実施主体が農業省であり、地方のインフラ、労働省力化を LAI (Local Area 

Investiment) Matching Grants Facility を通じて実施している。 2018 年までに約

USD10.3million の予算が計上されている。 

 LAIMGF は 3つの投資窓口を持っている。郡レベル、コミュニティレベル、グループレベルであ

る。 

 郡レベルでは、幹線道路の改修や、農民研修センターの改修などを支援してきた。50万ドルを

上限に支援している。プロジェクト費用の 100％を支援する。 

 コミュニティレベルでは、農道のスポット的な改善や、暗渠、小規模橋梁、支援の上限は 10

万ドルである。プロジェクトの総額の 75％までの支援とし、残りの 25％は受益者の労役や物

資による負担としている。 

 グループベースの農業投資: 25,000 ドルを上限に、資機材費用の 50％を上限に支援する。 

 プログラムは北部 3 州（北部州、ルアプラ州、ムチンガ州）を対象としており、T-COBSI の対

象エリアと一致している。いままで灌漑の案件のプロポーザルは来ていないが、当方としては

要求を出してくれることを期待している。 

 農民がインフラ整備の要求をあげて、郡事務所に受理され、州の判定員会（steering committee）

で審議された後、IFAD にプロポーザルが上がってくる。最終的な決定までに要する時間は 2ヶ

月半くらいである。（正式な課程について資料を入手予定） 

 
面談録⑮ 

面談先 北部州 PACO 事務所 

日時 6 月 14 日 14:00- 

場所 北部州 PACO 事務所 

先方 ① Mr. Charles Kapalasha (PAO)、②Mr. Sifaya Mufalali (Provincial TSB) 

我が方 当方出席者：Mr.Sitali, Ms,Harrieto、仲田、野口、東野 (以上調査団)  家泉専門家、蛭田専門

家 

要旨  協議内容概略：野口団員より評価の目的など改めて説明 

 PAO より T-COBSI の州内の成果が上がっていること、JICA に対する謝意が表明された。今後は

IFAD の S3P や SAPP(Small Agriculture Program)などのプログラムと連携して普及を進めてい

きたいとの意向が示された。 

 調査団より、今後の持続性の維持に関して、いろいろな案件の利用の可能性が模索されている

が、関係者が一同に会して、意見を交換する場所を設けたらどうかという提案を行なった。 
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